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※本事業計画は、国が定めた「一般送配電事業者による託送供給等に係る収入の見通しの適確な算
定等に関する指針（以下、指針）」に基づき、第1規制期間（2023-2027年度）における収入の
見通しを算定する際の前提となる、当社が取り組むべき目標計画、前提計画、費用計画、投資計画、
効率化計画等について記載したものです。

※本資料内の数値は、端数処理の関係で合計が合わない場合があります。
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はじめに
• 近年、自然災害の激甚化を踏まえた電力インフラのレジリエンス強化等の必要性が高まっていることに加え、

ゼロカーボン化に向けた再エネ電源の連系拡大やデジタル化をはじめとする電力インフラの高度化など、電
力ネットワークの次世代化への社会的要請がある中、今後、増加する高経年化設備の更新にも確実に対
応していく必要があるなど、当社が果たすべき役割はますます重要となっています。

• こうした中、送配電設備の確実な増強と更新を実施すると同時に、コスト効率化を両立するための新たな
託送料金制度（レベニューキャップ制度）が2023年度より導入されることとなりました。

• 当社は、こうした事業環境の変化に対応し、お客さまや社会のみなさまのニーズにお応えし続けるため、国の
指針に基づき、第1規制期間（2023-2027年度）に取り組む目標等を定めた「事業計画」を策定しま
した。

• 当社は、様々なステークホルダーのみなさまとの対話活動をより一層充実させながら、コンプライアンスの遵守
を徹底しつつ、全従業員が一丸となり、事業計画の達成に取り組むことで、地域社会の発展に貢献し、お
客さまや社会のみなさまから頼りにされる存在となることができるよう、お役に立ち続けてまいります。

自然災害の激甚化

設備の高経年化

需要減少・再エネ拡大

〈背 景〉
電力NW次世代化
高経年化設備更新

等の課題解決を実現
レベニューキャップ制度

事業計画
(2023-2027)

コスト
効率化

投資の確保
再エネ拡大

レジリエンス強化

両 立 ステークホルダー
のみなさまとの
対話活動

お客さまや社会から
頼りにされる存在へ
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送配電事業を取り巻く事業環境の変化
• 送配電事業を取り巻く環境は近年大きく変化しており、当社はこれらの諸課題に着実に対応し

ていく必要があります。
• あわせて、電力需要が減少傾向となる見通しの中、引き続き全社を挙げた効率化に努めてま

いります。

⇨ レジリエンス強化

⇨ 将来の更新物量
増加を見据えた
着実な対応

⇨ 円滑な連系、設備・
運用面の高度化

大規模災害の
増加

Ex)2018年台風21号
における設備被害



5

Kansai Transmission and Distribution,Inc.

当
社
グ
ル
ー
プ
の

「
あ
り
た
い
姿※

」
の
実
現

事業計画の取組みを通じ当社が実現を目指すこと

地
域
社
会
の
発
展

当社が実現を目指すこと
（提供価値）

誤通知の削減
停電情報の発信強化
対話活動を通じたﾆｰｽﾞ把握の強化 等

※「ありたい姿」
お客さまの生活や社会を支える魅力あるサービスを高い技術力により実現・提供し、国内
外において、送配電事業の進化をリードする企業グループを目指していきます。

第 １ 規 制 期 間 の 取 組 み 項 目

• 当社は、送配電事業を取り巻く環境変化を踏まえ、各取組みの確実な実施を通じて、ステーク
ホルダーのみなさまに価値をご提供し、ありたい姿の実現、地域社会の発展への貢献を目指し
てまいります。

安全・安定
供給の確保

最大限の
コスト効率化

電力ネット
ワークの
次世代化

お客さまサー
ビスの向上

安全・コンプライアンスの推進
カイゼン活動等による組織文化の変革

働き方改革による生産性の向上

事
業
基
盤
領
域

ステークホルダーのみなさまとの連携

設備拡充・保全計画の完遂
無電柱化の推進
機器モニタリングの高度化 等

具
体
的
な
取
組
み
・
実
施
施
策

安
定
供
給

発電予測精度の向上
プッシュ型の系統増強
接続・受電対応の円滑化 等

設備の仕様統一化
系統運用の広域化
災害時の連携推進 等

再
エ
ネ
拡
大

広
域
化

スマートメーターの円滑な導入
業務のデジタル化
万全なセキュリティ対策 等

デ
ジ
タ
ル
化

業
務
品
質
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▍ 目標計画（実現を目指すこと）

▍ 前提・投資計画
電力需要・再エネ連系量の見通し等の前提計画(第2章)を踏まえた第1規制期間の設備投資（竣工額）は、高経年化設備の更
新や大阪・関西万博対応の大型供給工事、次世代投資等の計上により、5か年平均で2,197億円を見込んでおります。

▍ 効率化計画
第1規制期間の見積費用には、5か年平均で551億円の効率化額を織り込んでいます。

［要員効率化］58億円 ［資機材調達の効率化］218億円 ［工事の効率化］275億円
▍ 収入の見通し（見積費用）

第1規制期間（2023-2027）における収入の見通し（見積費用）は、5か年平均で7,154億円となり、改定前料金に基づく収
入見通し（改定前収入）から480億円増加すると見込んでおります。
これは、電力需要の大幅な減少を見込む中、最大限の効率化を織り込みましたが、高経年化対策、調整力調達費用や次世代投
資といった支出増を見積費用に織り込んだことによるものです。

事業計画（2023-2027年度）の骨子

お客さまや社会のみなさまにご提供する価値・サービスの向上を図るため、国の指針に
基づき、第1規制期間に達成すべき目標計画（7分野）を策定しました。

第1章

第2・5章

次
世
代
投
資
計
画

今回提出値 改定前収入 増加額
収入の見通し（見積費用） 7,154億円 6,674億円 +480億円

A.安定供給 B.再エネの導入拡大 C.サービスレベルの向上
D.系統運用
等の広域化 E.デジタル化 F.安全性・環境性への

配慮 G.次世代化

カーボンニュートラル実現 レジリエンス強化 デジタル技術の活用

• 系統混雑への適切な対応
• 次世代スマートメーター導

入等による配電網高度化

• 分散グリッドの活用検
討・技術開発

• サイバーセキュリティ強化

• 巡視点検等の保安業務、
工事業務の省力化

• 設備のデジタル化

第6章

第3・4章

次世代投資計画として、カーボンニュー
トラル社会の実現やレジリエンス強化、
デジタル技術の活用等による効率化と
いった便益を創出するための支出を5か
年平均で245億円計上しております。
（見積費用への影響：186億円）
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分野毎の目標項目
• 第1規制期間に達成すべき目標は、国の指針に基づき、以下のとおり7分野毎に設定いたしま

した。
※「 」項目はステークホルダーのみなさまとの協議項目

【目標分野と項目】

1 目標計画

A.安定供給

安定供給実現に当たっての
停電対応
設備拡充の達成

設備保全の達成

無電柱化の確実な実施

B.再エネの導入拡大

新規再生可能エネルギー電
源の早期かつ着実な連系

系統の有効活用や混雑管理
に資する対応

発電予測精度向上

C.サービスレベルの向上

需要家の接続対応

計量、料金算定、通知の確
実な実施

顧客満足度の向上

D.系統運用等の広域化

設備の仕様統一化
中央給電指令所システムの
仕様統一化
系統運用の広域化

災害時の連携推進

E.デジタル化

デジタル化の推進

F.安全性・環境性への配慮

安全性への配慮

環境性への配慮

G.次世代化

分散グリッド化の推進
次世代スマートメーターの円
滑な導入
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目標計画の全体像
• 当社は、将来の再エネ導入拡大やレジリエンス強化等の課題解決を図るため、ステークホル

ダーのみなさまのニーズも踏まえ、具体的な目標・取組みを7分野毎に設定しました。
• 本取組みの確実な実施を通じて、安全・安定供給の確保、電力ネットワークの次世代化、

お客さまサービス・業務品質の向上、コスト効率化といった価値を提供してまいります。

1 目標計画

安全・安定供給の確保
○停電量の維持、設備拡充・保全計画の完遂、無電柱化推進

電力ネットワークの次世代化
○カーボンニュートラルの実現、再エネ導入拡大への対応
• プッシュ型の系統増強、次世代スマメ導入、発電予測精度向

上等による系統運用の高度化 等
○レジリエンス強化
• 災害に強い設備構築、災害復旧の迅速化、災害発生時にお

ける情報発信の充実、万全なサイバーセキュリティ対策 等

お客さまサービス・業務品質の向上化
○申込対応等の円滑化、託送業務の利便性向上、労働災害

防止、でんき予報や停電情報の発信強化

最大限のコスト効率化
○デジタル技術の活用等による業務効率化

目標計画=価値提供に向けた当社取組み
＜指針に定められた7分野毎に設定＞

A)安定供給
B)再エネの導入拡大
C)サービスレベルの向上
D)系統運用等の広域化
E)デジタル化
F)安全性・環境性への配慮
G)次世代化

ステークホルダーのみなさまのニーズ
反映

確
実
な
実
施

目標計画の取組みに必要な各計画
費用計画
投資計画（拡充・保全・次世代）
効率化計画

【第1規制期間に実現を目指すこと】
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• ステークホルダーのみなさまへご提供する価値の実現に向け、主な取組みを設定しております。

第1規制期間に実現を目指すこと（主な取組み）

主な取組み主な取組み目標（提供価値）目標（提供価値）

適切な供給信
頼度の確保

適切な供給信
頼度の確保安全・

安定供給
の確保

安全・
安定供給
の確保 着実な

系統整備
着実な

系統整備

1 目標計画

・停電発生の抑制（機器モニタリングの高度化 等）
・停電復旧の早期化（自動復旧の高度化・停電情報
連携強化 等）

・設備拡充計画・保全計画の確実な実施
・無電柱化の確実な実施

過去実績(2017-2021)
以下の停電量※

※自然災害等外生要因・作業停電を除く当社(内生)要因

無電柱化工事施工距離194km

サービスレベル
の向上

サービスレベル
の向上お客さま

サービス・
業務品質
の向上

お客さま
サービス・
業務品質
の向上 安全性・環境

性への配慮
安全性・環境
性への配慮

電力NWの
次世代化

電力NWの
次世代化

CNの実現CNの実現

レジリエンス
強化

レジリエンス
強化

最大限の
コスト効率化

最大限の
コスト効率化

・接続申込・受電対応の円滑化（工事要否簡易判定手法の導入 等）
・託送業務の利便性向上（口座振替の導入・託送ホームページ利便性向上 等）
・ステークホルダーのみなさまとの対話活動の強化（インタビューによるニーズ深堀調査 等）

・施工会社と一体となった作業環境改善（充電箇所近接時の警報装置導入 等）
・ホームページ・停電情報アプリ・SNS等による電気事故防止に向けた注意喚起の発信
・SF6ガス抑制に向けた取組み

・将来の再エネ電源ポテンシャルに対応したプッシュ型の系統増強
・系統運用の高度化（次世代スマートメーター導入・発電予測精度向上 等）

・災害に強い設備構築、災害時の連携推進、災害発生時における情報発信の充実
・万全なサイバーセキュリティ対策

・デジタル技術の活用、他事業者との連携
（設備の仕様統一化・系統運用の広域化 等）

当社事由の期限超過
・誤処理件数0件

SF6ガス回収率(設備撤去時)99%

5品目以上の仕様統一

次世代スマートメーター
導入2025年度～
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ステークホルダーのみなさまとの協議について
• 目標項目のうち、「顧客満足度の向上」、「デジタル化の推進」、「安全性への配慮」、「環境性

への配慮」については、ホームページで意見募集を実施するなど、ステークホルダーのみなさまから
のご意見を踏まえ、内容を決定しております。

1 目標計画

【目標設定のプロセス】
ステークホルダーのみなさまのご意見を

踏まえた目標案の設定
設定した目標案の公表、

目標案に対するご意見の募集 目標の確定

当社の日頃からの事業活動において、ス
テークホルダーのみなさまからのご意見を踏
まえて目標案を設定

当社の日頃からの事業活動において、ス
テークホルダーのみなさまからのご意見を踏
まえて目標案を設定

設定した目標案に対するご意見を当社
ホームページを通じて募集(2021/12-
2022/1)
→91件のご意見を受領（顧客満足度の
向上：53件、デジタル化の推進：20件、
安全性への配慮：7件、環境性への配
慮：7件、その他：4件）

設定した目標案に対するご意見を当社
ホームページを通じて募集(2021/12-
2022/1)
→91件のご意見を受領（顧客満足度の
向上：53件、デジタル化の推進：20件、
安全性への配慮：7件、環境性への配
慮：7件、その他：4件）

頂いたご意見を踏まえ、目標を設定
→意見募集の結果を取りまとめの上、当
社ホームページにて公表

頂いたご意見を踏まえ、目標を設定
→意見募集の結果を取りまとめの上、当
社ホームページにて公表

【当社ホームページでの掲載内容】
対象

(ステークホルダーのみなさま)
実施
時期 実施内容

小売電気事業者さま(270社)

2021/12-
2022/1

託送ホームページに、お知らせとして周知
文と説明資料を掲載するとともに、メール
により周知。

施工会社さま・メーカーさま (188社) メールにより周知。

自治体さま (41自治体)
訪問等により周知。

経済団体さま (24団体)

消費者団体さま(1団体) 関西消費者団体連絡懇談会にて周知。

【意見募集の周知状況】
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ステークホルダーのみなさまからの主なご意見と目標計画への反映

• 「顧客満足度の向上」、「デジタル化の推進」、「安全性への配慮」、「環境性への配慮」の目標
項目については、ステークホルダーのみなさまからのご意見を取組み内容に反映しております。

目標項目 主なご意見 取組み内容

顧客満足度
の向上

•「託送料金の支払いに口座振替を導入してほし
い」

•「施工会社の働き方改革に配慮した工期を設
定してほしい」 等

•小売電気事業者さまの利便性向上に向けた託
送料金の請求・支払方法の拡充等

•施工会社従業員の働き方改革につながる休日
確保や時間外労働の低減に向けた工期の設定

デジタル化
の推進

•「新増設申込みの円滑化に資するDX環境整備
に取り組んでほしい」

•「デジタル技術の活用によるペーパーレス化を図っ
てほしい」 等

•DX技術を活用した送配電業務を支えるシステ
ム等の刷新・高度化による、可能な限り人が介
在しない運用と生産性の向上

•利便性向上および中長期的な効率化達成に向
けた「新増設受付業務・各種申込受付業務」の
デジタル化推進

安全性
への配慮

•「工事経験の少ない新人を育成する設備や機
会を提供してほしい」

•「活線近接警報器の導入と合わせて、作業停
電による安全作業範囲確保に努めてほしい」 等

•施工会社と一体となった合同教育・研修の実施
や作業環境の改善

環境性
への配慮

•「SF6ガス代替開閉器導入を検討してほしい」
•「環境に配慮した絶縁油を積極的に採用してほ
しい」 等

•SF6ガス排出の抑制およびSF6代替ガス機器の
導入

•植物油系絶縁油を用いた変圧器の導入促進

1 目標計画
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Kansai Transmission and Distribution,Inc.▲地中化工事の実施前と実施後 ▲景観に配慮して設置された変圧器▲地中化工事の実施前と実施後

「Ａ.安定供給」に関する目標について
目標設定の考え方 目標の概要

• 高度経済成長期に急増した電力需要
に合わせて建設された多くの電力流通
設備が高経年化する中においても、停
電量を増加させることなく、高品質な電
気を安定的にお届けすることが当社の
使命と考えております。

• レジリエンス強化のため、系統整備や既
存設備の更新・メンテナンスを着実に実
施するとともに、災害発生時等の供給
支障を出来るだけ小さくする観点から、
無電柱化の取組みを着実に進めてまい
りたいと考えております。

① 電灯需要家における年間停電量※に
ついて、当社の過去5か年実績の水準
を維持します。※外生的要因等を除く。

② 電力広域的運営推進機関（以下、
広域機関）が策定する広域系統設
備計画に基づく、系統対策工事を実
施します。

③ 高経年化設備更新ガイドラインで標準
化された手法で故障リスクを評価し、そ
れを一定以下にすべく設備更新工事を
実施します。

④ 第1規制期間内に194kmの無電柱
化に取り組みます。

実施前 実施後実施前 実施後
【無電柱化の確実な実施】

1 目標計画
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「Ｂ.再エネの導入拡大」に関する目標について
目標設定の考え方 目標の概要

• 電力ネットワークは発電所とお客さまなど
多様な系統利用者をつなぐ役割を果た
し、ゼロカーボン社会の実現に必要不可
欠な設備であることから、当社をはじめ
一般送配電事業者が担う役割は大き
いと考えております。

• 当社としては、電力ネットワークへ再エネ
を最大限つなぎ、活用することでゼロ
カーボン社会の実現に貢献したいと考え
ております。

① 再エネ電源に対する接続・受電対応の
円滑化を目指し、当社事由による接
続検討申込・契約申込の回答期限超
過件数をゼロにします。

② 系統の有効活用や混雑管理（混雑
処理、情報公開）を確実に実施しま
す。

③ 再エネ出力予測システムの出力予測
精度向上に取り組みます。

運
用
容
量

従来の管理値 従来

将来

送電線

（従来）月毎の過去実績から
最過酷となる周囲温度で算出

＜衛星画像等 気象データ＞

・地表面温度
・風速、風向
・雲、日射量
・地形データ
（将来）気象データを用いて周
囲温度を推定し、実態に即した
運用容量を算出周囲温度

【系統の有効活用－気象データを活用した送電線運用容量の拡大－】

1 目標計画
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「Ｃ.サービスレベルの向上」に関する目標について
目標設定の考え方 目標の概要

• 多様な系統利用者をつなぐ電力ネット
ワークという重要設備を管理・運用する
者として、接続・供給・料金に関して早
期かつ正確な業務運営を徹底する必
要があると考えております。

• 当社事業に関わるステークホルダーのみ
なさまとの積極的なコミュニケーションを
通じて得られたご意見を当社事業に反
映することで、引き続きサービスレベルの
向上に取り組んでまいります。

① 当社事由による供給側接続事前検討
の回答期限超過件数をゼロにします。

② 当社事由による電力確定使用量、託
送料金、インバランス料金の誤通知・
通知遅延件数をゼロにします。

③ 当社ホームページにおける意見募集を
はじめ、ステークホルダーのみなさまとの
コミュニケーションにより頂戴したご意見
等を踏まえ、「顧客満足度の向上」に
取り組みます。

ステークホルダーのみなさまからのご意見を踏まえた目標の概要
• 託送料金の請求、支払方法の拡充
• でんき予報や停電情報の発信強化
• 施工会社の働き方改革につながる環境整備
• 対話活動を通したニーズ把握の強化 ▲でんき予報の発信 ▲停電情報アプリ「関西停電情報」

1 目標計画
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「Ｄ.系統運用等の広域化」に関する目標について
目標設定の考え方 目標の概要

• 送配電事業のレジリエンス強化やコスト
効率化、広域メリットオーダーの観点か
ら、一般送配電事業者が連携して広
域的運用に取り組むことが社会的便益
の向上につながるものと考えております。

• 上記の考えのもと、「設備の仕様統一
化」、「中央給電指令所システムの仕様
統一化」、「系統運用の広域化」、「災
害時の連携推進」の項目について積極
的に検討を進めてまいります。

① 5品目以上の設備の仕様統一に取り
組みます。

② 中央給電指令所システムの更新に向
けて、仕様や機能を統一したシステムの
導入に取り組みます。

③ 需給調整市場の商品メニュー拡大に
合わせ、系統運用に必要となる調整力
の広域調達および広域運用を行います。

④ 災害時連携計画に基づき、他の一般
送配電事業者および関係機関との連
携を進めます。

【災害に備えた他の一般送配電事業者や関係機関との合同訓練】

1 目標計画
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「Ｅ.デジタル化」に関する目標について
目標設定の考え方 目標の概要

• 設備高経年化、レジリエンス強化といっ
た送配電事業を取り巻く環境変化に対
応すべく、既存業務プロセスやシステム
等の抜本的な変革・刷新に取り組むこ
とで、安全かつ快適なサービスの提供に
努めてまいります。

• 本分野の目標については、当社事業に
関わるステークホルダーのみなさまとのコ
ミュニケーションを通じて得られたご意見
等を踏まえて設定しております。

①-1 DX技術を活用した送配電業務を
支えるシステム等の刷新・高度化に
よる、可能な限り人が介在しない運
用と生産性向上の実現に取り組み
ます。

①-2 利便性向上および中長期的な効
率化達成に向けた「新増設受付
業務・各種申込受付業務」のデジ
タル化推進に取り組みます。

①-3 万全なサイバーセキュリティ対策を
講じます。

▲スマートグラスを活用した現場作業の遠隔支援 ▲ドローン技術を活用した設備点検

【DX技術の活用】

1 目標計画
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「Ｆ.安全性・環境性への配慮」に関する目標について
目標設定の考え方 目標の概要

• 電力ネットワークを管理・運用する者とし
て、公衆および工事関係者の安全を確
保することは極めて重要と考えております。

• ゼロカーボン社会の実現に貢献すべく、
再エネ導入の拡大に加え、送配電事業
におけるあらゆる機会での脱炭素化に
取り組んでまいります。

• 本分野の目標については、当社事業に
関わるステークホルダーのみなさまとのコ
ミュニケーションを通じて得られたご意見
等を踏まえて設定しております。

① 公衆災害の防止に取り組むとともに、
労働災害防止の観点から安全・安心
な職場環境を構築します。

② 送配電事業における温室効果ガス排
出量の削減に取り組みます。

▲植物油系絶縁油を用いた変圧器の導入促進 ▲社有車の電動化促進▲ SF6代替ガス機器の導入

1 目標計画

▲間接活線作業※の適用▲防護カバーの取り付け

【公衆災害の防止取組み】

【温室効果ガス排出量の削減取組み】

※専用の器具を使用することで、高圧電流が通っている状態の電線等に作業員が直接触れることがない作業方法
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「Ｇ.次世代化」に関する目標について
目標設定の考え方 目標の概要

• コスト効率化やレジリエンス向上といった
社会的便益の向上に貢献する観点か
ら、分散グリッド化の推進や次世代ス
マートメーターの導入を通じて、電力ネッ
トワークの次世代化に取り組んでまいり
ます。

① 指定区域供給制度の活用によるオフグ
リッドの実現に取り組むとともに、配電事
業者や地域マイクログリッド事業者の参
入をサポートします。

② 次世代スマートメーターの円滑な導入
に向けた設置工事、対策を実施します。

【次世代スマートメーターを活用した電力DXの推進】

1 目標計画
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電力需要の見通し
• 関西エリアの電力需要は、東日本大震災以降、節電・省エネ等の影響により減少傾向となっております。
• 2021年度から2022年度にかけて新型コロナウイルスの影響からの回復により増加する見通しですが、

2023年度以降は、人口減少や省エネの進展により、緩やかに減少する見通しです。
• 第1規制期間における需要見通しは、需要想定要領※1に基づき、広域機関が策定した経済見通し等を

用いて想定し、現行の料金前提需要※2と比べ、135億kWh（9.1％）減少すると見込んでいます。
※1 広域機関の業務規定に基づき、需要想定の手法等に関する具体的事項が定められております。
※2 当社が使用する建設工事用・事業用電力量を控除した値となります。

（年度）

1,486億ｋWh

現行の料金前提需要
（2013-2015平均）（億kＷh）
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【需要電力量（実績値と想定値）】 実績値
想定値

第1規制期間
（2023-2027平均）

▲135億kWh
（▲9.1％）

1,351億ｋWh

震災以降減少

現行料金
前提需要

期間
第１規制期間

グラフは全体の傾向を示す上で、料金前提需要ではなく気温閏補正後の値を採用しております。

2 前提計画
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供給力の見通し
• 供給力の見通しは、資源エネルギー庁が定める「電力需給バランスに係る需要及び供給力計上ガイドライ

ン」 および2022年度供給計画等を基に算定しています。
• 2022年度、2025年度のエリア予備率が低くなっていますが、広域機関が実施した全国的な供給信頼度

評価では、他エリアとの供給力の融通により、関西エリアは2031年度まで所定の信頼度基準を満たしてい
ると評価されています。

• 引き続き、国・広域機関で検討されている供給力確保の議論等を踏まえながら、関西エリアの安定供給に
必要な対応を適切に行ってまいります。
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予
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率
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0
需要 供給力
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（年度）

2 前提計画
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再エネ連系量の見通し
• 関西エリアにおける再エネの連系量は、接続検討の申込状況や至近の設備導入実績等を踏まえ、今後、

徐々に増加していくと見込んでおります。

※ 太陽光については至近傾向を踏まえ当社にて算定。太陽光以外の再エネに関しては発電事業者および小売電気事業者の計画値のエリア合計
にて算出。（太陽光以外については供給計画上、2022，2026，2031年度のみ掲載されていることから、線形補間にて中間年度を想定。）

7,329 7,754 8,180 8,605 9,030 9,455 9,881 10,306 
10,731 11,156 

3,962 3,970 3,978 3,987 3,995 3,999 4,003 4,006 4,010 4,014 

512 531 550 568 587 586 585 584 582 581 

220 219 219 219 219 219 219 219 219 219 
２０２７年度
14,259 MW

２０３１年度
15,970 MW

0
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(MW)
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【再エネ連系量の見通し※】

太陽光 水力 バイオマス 風力 合計

2 前提計画
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調整力量の見通し
• 電気は常に需要と供給を一致させる必要があり、需要の変化に合わせて供給を一致させるために必要な

電力等を「調整力」といいます。
• 調整力は、2017年度より公募にて調達してきましたが、その後、需給調整市場が創設され、2021年度よ

り全国的な取引が段階的に開始されました。2024年度以降は、原則、全ての調整力を市場（容量市
場および需給調整市場）調達することになります。

• 調整力量の各項目は、国や広域機関で整理された考え方に基づき、算定しています。

2 前提計画

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度
電源Ⅰ※１ MW 1,696 ー ー ー ー
電源Ⅰ’※２ MW 792 ー ー ー ー

需給調整市場
（一次～三次調整力①※３）

百万
⊿kW・h 1,974 15,716 15,716 15,716 15,716

ブラックスタート電源※４ 箇所数 4 4 4 3 3

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度
容量拠出金※５負担分 MW ー 1,580 1,898 1,896 1,890

※１ 一般送配電事業者の専用電源として、常時確保する電源（公募調達）。H3需要（2022年度供給計画の最大3日平均電力）の6.2%
※２ 10年に1度程度の猛暑や厳冬などの場合に需要の急増に対応する電源等（公募調達）。H3需要の3％ー特定地域立地電源分ー火力OP出力分
※３ 需給調整市場における商品で、応動時間に応じて区分されている。2023年度の市場からの調達は三次調整力①のみ
※４ 広範囲に及ぶ停電が発生しても、外部電源により発電された電気を受電することなく停電解消のための発電を行うことができる、復旧に必要な電源（公募調達）
※５ 国全体で確保した必要な供給力への対価として、小売電気事業者と一般送配電事業者が負担する費用。H3需要の7％（2024年度はH3需要の6％）
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１（１）見積費用の概要（過去実績との比較）

• 第１規制期間における見積費用は、国による検証を反映した結果、過去実績（2017-2021年度）
6,642億円/年と比較して、512億円/年増加の7,154億円/年となります。

• 過去実績からの主な増減要因としては、高経年化対策の増加等によるCAPEXの増（+258億円/年）
や、次世代投資の計上（+186億円/年）、調整力調達費用の増加に伴う事後検証費用および制御不
能費用の増（+273億円/年）、事業報酬の減（▲115億円/年）などがあげられます。

（億円）
過去実績
（Ａ）

今回
（Ｂ）

差引
（Ｂ－Ａ）

算定期間 ‘17～’21年度 ‘23～’27年度 ー

需要〔億kWh/年〕 1,365 1,351 ▲14

報酬率 1.9％ 1.5% ▲0.4%

査
定
区
分

OPEX※1 1,689 1,679 ▲10

CAPEX※2 625 883 258

次世代投資※3 0 186 186

その他費用 954 989 35

控除収益 ▲194 ▲310 ▲116

制御不能費用※4 2,608 2,721 113

事後検証費用※5 504 664 160

事業報酬 457 342 ▲115
合計 6,642 7,154 512

ＯＰＥＸ

ＣＡＰＥＸ
次世代投資
その他費用

制御不能費用

事後検証費用
事業報酬
控除収益

実績 今回

（億円）

※1 「Operating Expense」の略。人件費、委託費、一般経費などの事業経費
※2 「Capital Expenditure」の略。新設設備の減価償却費、取替修繕費などの設備関連費
※3 次世代投資計画の取組み実施に必要な費用
※4 各種税金を含む法令対応費用、既設設備の減価償却費などの事業者の裁量によらず発生する費用
※5 調整力調達費用、事業者間精算費用などの事後的に確認、検証、調整が行われる費用

457 342
504 664

2,608 2,721

▲194 ▲310

954 989
0

186625
883

1,689

1,679

7,154
6,642

3 収入見通し
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【参考】電圧別平均単価
• 経済産業省令「一般送配電事業託送供給等約款料金算定規則」 において、見積費用を、特別高圧・

高圧・低圧の３電圧へ配分する方法が規定されており、その配分ルールに則り、今回の見積費用から算定
した電圧別平均単価は以下のとおりです。

■今回の見積費用に基づく、電圧別平均単価
改定前収入に基づく単価 今回の見積費用に基づく単価 差引

特別高圧 2.30 2.38 0.08
高 圧 4.14 4.85 0.71
低 圧 7.93 8.20 0.27

■収入上限および託送料金の決定プロセス

国
の
審
査

事業計画
策定

収
入
の
見
通
し
の

申
請

↑

見
積
費
用
の

算
定

託
送
料
金
単
価
等
の
申
請

（
託
送
供
給
等
約
款
）

収入上限を超えない範囲で料金設定

国
の
審
査
・
査
定

事
業
者
間
の
横
比
較

効
率
化
係
数
等
に
よ
る
補
正

託
送
料
金
単
価
等
の
決
定

5
か
年
の
収
入
上
限
の
決
定

法
令
等

[円/kWh]

3 収入見通し
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2023 2024 2025 2026 2027 5か年計 平均 (主な費目)

OPEX 1,709 1,697 1,685 1,662 1,645 8,397 1,679 P.29参照

CAPEX 719 787 900 992 1,016 4,414 883 P.33参照

次世代投資 100 133 170 254 273 930 186 P.34参照

その他費用 998 1,049 1,008 970 920 4,945 989 P.35参照

控除収益 ▲308 ▲310 ▲308 ▲310 ▲312 ▲1,550 ▲310 P.38参照

制御不能費用 2,771 2,904 2,744 2,638 2,551 13,607 2,721 P.39参照

事後検証費用 739 601 769 609 603 3,320 664 P.40参照

事業報酬 337 340 343 344 344 1,708 342 P.43参照

合計 7,063 7,200 7,311 7,159 7,039 35,772 7,154

【参考】見積費用の概要（年度別推移）

（億円）

• 第１規制期間（2023-2027年度）における見積費用の年度別推移は、下表のとおりです。

4 費用計画
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過去実績
（Ａ）

今回
（Ｂ）

差引
（Ｂ－Ａ） 備考

人件費 1,007 909 ▲98 分社化および業務効率化に伴う要員減少による減
委託費※1 421 491 70 分社化に伴う親会社との会社間取引発生による増
消耗品費 26 18 ▲8 効率化等による減

損害保険料 0.2 1 1 送配電設備の被害保険加入による増
養成費 6 6 0 ー
研究費 21 18 ▲3 次世代投資に係る研究リソース捻出に伴う減
諸費※2 159 193 34 自社通信設備の外部移管による増

修繕費（巡視・点検）※3 66 50 ▲16 効率化（巡視・点検頻度見直し）による減
普及開発関係費 2 2 0 ー

建設分担関連費振替額（貸方） ▲3 ▲1 2 振替対象工事の減
附帯事業営業費用分担関

連費振替額(貸方) ▲3 ▲2 1 振替対象費用の減

電気事業雑収益※4 ▲12 ▲7 5 ー
合計 1,689 1,679 ▲10 ー

【参考】見積費用の概要（ＯＰＥＸ）
• ＯＰＥＸは、人件費、委託費、一般経費などの事業経費を計上することと定義されており、想定人員数、

最新の業務計画や過去実績等に基づき算定しました。
• ＯＰＥＸの見積費用は、分社化および業務効率化による人件費の減や、分社化に伴う親会社との会社

間取引の発生による委託費の増、自社保有通信設備の関係会社への移管（2019年4月）に伴う通信
サービス利用料発生による諸費の増（減価償却費、賃借料等は減少）などを反映し、過去実績と比較
して10億円/年減少の1,679億円/年となっています。

※１ CAPEX及びその他費用に規定するものを除く。 ※２ CAPEX及び制御不能費用に規定するものを除く。
※３ 送電設備、変電設備及び配電設備の巡視及び点検に係る費用に限る。 ※４ 外生性が強い収益として控除収益で扱うものを除く。

（億円）

4 費用計画
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【参考】人件費（ＯＰＥＸ）
• 人件費については、直近の給与支給実績、想定人員数等に基づき算定しました。
• 給料手当については、分社化による要員減少と最大限の業務効率化により、過去実績と比較して

約1,100人の要員減を想定しており、過去実績と比べて75億円/年の減少を見込んでいます。
• 雑給については、60歳以上の再雇用者数の増加を反映したことなどにより、過去実績と比べて4億円/年の

増加を見込んでいます。
• 人件費全体としては、上記の通り、要員減少により過去実績に比べ98億円/年の減少を見込んでいます。

4 費用計画

過去実績
（Ａ）

今回
（Ｂ）

差引
（Ｂ－Ａ） 備考

役員給与 3 1 ▲2 -

給料手当 766 691 ▲75 分社化および業務効率化に伴う要員減少による減

給料手当振替額（貸方） ▲25 ▲22 3 -

退職給与金 90 77 ▲13 分社化および業務効率化に伴う要員減少による減

厚生費 154 139 ▲15 分社化および業務効率化に伴う要員減少による減

委託検針費 0 0 0 -

委託集金費 0 0 0 -

雑給 19 23 4 定年退職に伴う再雇用者増員による増（+99人）

人件費 計 1,007 909 ▲98 -

（億円）

平均経費人員※（人） 9,606 8,505 ▲1,101 分社化および業務効率化に伴う要員減

※ 当該年度の期首・期末の平均従業員数
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【参考】要員計画
• 第１規制期間における要員計画は、2021年度より全社展開したカイゼン活動や次世代化に向けた取組みによる

生産性向上を最大限織り込んだうえで送配電事業の遂行に必要な要員数を想定しており、2021年度から2027
年度にかけて▲608人の要員効率化（▲6.8%）を見込んでいます。

（なお、第1規制期間平均経費人員(8,505人)は過去実績平均経費人員(9,606人)に比べて▲1,101人）

(註）
• 当該年度の期首・期末の平均経費人員にて表記
• 2021年度以前は実績、2022年度以降は推定
• 上記の要員数は、託送供給業務に従事する要員を記載しており、附帯事業等に係る要員は含んでいません。

要員効率化
▲608

（▲6.8%）

(人)

第１規制期間

経費人員推移

4 費用計画
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【参考】通信設備の外部移管（グループ会社による統合）
• 2019年4月、関西電力は新たなグループ経営体制構築の一環として、機能強化と業務運営の効率性向

上を目指し、関西電力100%子会社である株式会社ケイ・オプティコム（現オプテージ）に、通信サービス
提供機能を集約する組織再編を実施しました。

• 組織再編の目的は、関西電力とオプテージの双方で構築している通信基盤の統合により、設備投資抑制
ならびに保守要員効率化を実現し、送配電事業等の中長期的な通信コスト低減を図ったものです。

• なお、このような統合が実現できた背景として、当時、他電力会社が通信子会社を保有していない、もしく
は、供給エリア全体をカバーする規模の通信子会社がなかったのに対して、オプテージは、既に供給エリア全
体に保安通信サービスが提供できるだけの通信基盤を保有していた点が挙げられます。

※光ファイバは
オプテージへ譲渡済み

4 費用計画
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過去実績
（Ａ）

今回
（Ｂ）

差引
（Ｂ－Ａ） 備考

減価償却費（新規分） 0 170 170 新規投資分の計上

参
考

減価償却費（既設分）※1 1,146 892 ▲254 償却方法変更および償却進行による減
減価償却費合計 1,146 1,062 ▲84 －

修繕費（配電）※2 604 674 70 高経年化対策工事・PCB含有の可能性のある設備の取替工事の増
加や間接活線作業の適用範囲拡大による増

修繕費（通信）※2 3 4 1 既設設備撤去物量増加による増
委託費（システム開発費） 18 1 ▲17 会計整理変更による減（2018年度より設備投資への計上に変更）
諸費（システム開発費） 0.1 0 ▲0.1 ー
固定資産税（新規分） 0 34 34 新規投資分の計上

参
考

固定資産税（既設分）※1 307 273 ▲34 償却進行に伴う帳簿価額の減少による減
固定資産税合計 307 307 0 －

合計 625 883 258 －

【参考】見積費用の概要（ＣＡＰＥＸ）

• ＣＡＰＥＸは、新規投資に伴う減価償却費や取替修繕費などの設備関連費を計上することと定義されて
おり、設備拡充計画・保全計画等に基づき算定しました。

• ＣＡＰＥＸの見積費用は、新規投資分の減価償却費の計上や高経年化対策工事の増やPCB含有の
可能性がある設備の取替工事の増、 間接活線作業の適用範囲拡大による無停電工事費の増などによ
り、過去実績と比較して258億円/年増加の883億円/年となっています。

• なお、減価償却費全体（制御不能費用に分類される既設分との合計）では、過去実績に比べて大幅に
減少する見込みとなっています。

（億円）

※1 減価償却費、固定資産税ともに、既設設備にかかる費用は制御不能費用に分類。
※2 取替修繕費であって配電・業務設備に係るもの及び修繕費であって配電・業務設備の建設及び撤去に付随して発生するものに限る。

4 費用計画
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過去実績
（Ａ）

今回
（Ｂ）

差引
（Ｂ－Ａ）

カーボン
ニュートラル

の実現

再エネの最大化に向けた設備・運用の高度化 0 160 160

カーボンニュートラルの実現に向けた制度改革に対応したシステムの改修・構築 0 8 8

当社事業運営におけるゼロカーボン化 0 2 2

再エネ主力電源化を見据えた技術開発・研究 0 1 1

レジリエンス
強化

災害発生時の停電範囲の極小化、より迅速な停電復旧に向けた技術開発・
設備導入 0 7 7

地域社会・お客さまへの迅速・確実な情報発信 0 4 4

サイバー攻撃へのセキュリティ強化 0 2 2

デジタル技術
の活用 デジタル技術の活用等による業務効率化 0 3 3

合計 0 186 186

【参考】見積費用の概要（次世代投資）

• 次世代投資の見積費用は、次世代投資計画に計上した各案件の支出額・期間等に基づき費用を算定
しました。

• カーボンニュートラルの実現、レジリエンス強化、デジタル技術の活用に向けた取組みを推進するための見積
費用として、合計186億円/年を見込んでいます。

（億円）

4 費用計画
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過去実績
（Ａ）

今回
（Ｂ）

差引
（Ｂ－Ａ） 備考

修繕費※1 392 370 ▲22 配電修繕費の減少（配電線への落線防止機材取付による公衆安全対
策が、2026年度末までに完了することに伴う減）

委託費※2 116 109 ▲7 伐採基準（電線横振れ想定の適用風速等）見直し等の効率化による
減

賃借料※3 141 136 ▲5 分社化に伴うサーバー賃借に係る親会社との会社間取引化による減
（賃借料から委託費に変更）

固定資産除却費 194 276 82 設備更新物量の増加に伴う除却工事の増

託送料※4 102 90 ▲12 至近の託送契約反映等による減（阿南紀北直流幹線等）

その他の費用 9 9 0 ー

合計 954 989 35 ー

【参考】見積費用の概要（その他費用）

• その他費用は、他の査定区分に分類されない下表の費用項目を計上することと定義されており、最新の工
事計画や支出見通し、過去実績等に基づき算定しました。

• その他費用の見積費用は、設備更新物量の増加に伴う固定資産除却費の増加などにより、過去実績と比
較して35億円/年増加の989億円/年を見込んでいます。

（億円）

※1 OPEX及びCAPEXに規定するものを除く。
※2 支障木の伐採の委託に係る費用に限る。
※3 制御不能費用に整理されるものを除く。
※4 地域間連系設備の増強等に係る費用（9社負担分）を除く。

4 費用計画
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【参考】設備スリム化に向けた取組み概要
• 高度経済成長期の電力需要の増加に合わせて建設してきた設備は、高経年化が進み更新の時期を迎

えており、設備の更新を行う際には地域の需要動向等を踏まえ、最適な設備規模にするため、既存の設
備のスリム化を図り、設備量の削減を行っています。

• 送電工事では、送電線のルート統合や新設基数削減に取り組んでいます。これにより、設備更新時の建
設費用の低減を図っています。

• 変電工事や配電工事では、変電所、配電線の統廃合に取り組んでいます。これにより、余剰設備の適正
化を行うとともに、設備更新時の建設費用の低減を図っています。

送電線ルート統合、鉄塔の基数減 変電所・配電線の統廃合

• 送電線のルート断等による信頼度の低下を防ぐため1回線
2ルートとしていた箇所を新技術等の採用による信頼度確
保を前提に2回線１ルートへ統合する。

• 鉄塔を更新する際に、既設よりも鉄塔の高さを高くすること
で、電線の地上高を確保し、鉄塔の新設基数を削減す
る。

• 全面的な設備改修を控えている等、至近に大規模な設備投資がある変電所
で、周辺変電所との配電連系が強固であり、廃止にあたっての対策工事が比
較的少なく、全面改良よりも採算上有利となる場合に変電所を廃止する。

• 利用率の低い配電線は、周辺の配電線により負荷を取り込み、当該配電線
を廃止する。

赤：新設
橙：除却

鉄塔の基数減

送電線のルート統合 変電所を廃止し、周辺の変電所より負荷供給

A変電所 B変電所

B変電所から供給できるよう
に配電線を構築

赤：新設
橙：除却

赤：新設
橙：除却

4 費用計画
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【参考】設備スリム化の事例（送電）
• 若狭幹線は建設から53年が経過しており、高経年化による設備異常の多数発生や鉄塔の構造上、取替困難な部材も

あることから、傷みが進んでいる鉄塔が多い北側区間から建替により更新する計画としています。
• 2ルートを1ルート化することにより建設費用を削減することができ、用地面でも法令申請や交渉箇所削減に繋がります。

4 費用計画

同規模設備で建替した場合と比べ、3億円/kmの費用削減を行っている。

更 新 前 更 新 後

工事場所 福井県三方郡美浜町新庄 ～ 滋賀県高島市今津町椋川

電 圧 50万ボルト

工事亘長 20.6ｋｍ

回線数等 1回線×2ルート
(一部2回線×1ルート区間あり) 2回線×1ルート

鉄塔基数 103基 50基

電 線 鋼心アルミより線
（直径３cm弱）

耐食アルミ覆鋼心耐熱アルミ合金
より線（直径４cm弱）

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
2025
以降

鉄塔・架線工事
測量・地質・環境調査

撤去工事

工事工程

【 改 修 前 】 【 改 修 後 】

設 備
イメージ

回線数 1回線・2ルート 2回線・1ルート

ルート統合の取組効果

自：嶺南変電所

若狭幹線

京北開閉所

工事区間
自：嶺南変電所
至：甲57､乙53

至：甲57、乙53
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過去実績
（Ａ）

今回
（Ｂ）

差引
（Ｂ－Ａ） 備考

地帯間販売送電料 ▲0.2 ▲0.2 0 ー

託送収益※1

（その他託送収益） ▲19 ▲42 ▲23 周波数変換設備の新規運開（飛騨信濃FC）に伴う融通電力量の増

事業者間精算収益 ▲22 ▲25 ▲3 振替供給電力量の増

電気事業雑収益※2 ▲152 ▲242 ▲90 分社化に伴う親会社との会社間取引の計上等による増

預金利息 ▲0.01 0 0.01 ー

合計 ▲194 ▲310 ▲116 ー

【参考】見積費用の概要（控除収益）

• 控除収益は、託送料金以外の収益として見積費用から控除するものを計上することと定義されており、最
新の収入見通しや過去実績等に基づき算定しました。

• 控除収益の見積費用は、分社化に伴う親会社との会社間取引の発生等による電気事業雑収益の増加
などにより、過去実績と比較して116億円/年増加の310億円/年となっています。

（億円）

※1 接続供給託送収益及び電源線に係る収益を除く。
※2 災害等扶助交付金及び電源線に係る収益を除く。（OPEXに整理されたものを除く）

4 費用計画
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過去実績
（Ａ）

今回
（Ｂ）

差引
（Ｂ－Ａ） 備考

公租公課※1 975 978 3 想定収入の増加に伴う事業税の増
退職給与金

（数理計算上の差異に対する償却額） 26 3 ▲23 将来発生は「0」と想定し、既発生分のみ見積費用に織り込みによる減

ＰＣＢ廃棄物の処理等に係る費用 10 12 2 ー
賃借料※2 284 235 ▲49 自社通信設備の外部移管による光ファイバ賃借料の減（諸費へ計上）
諸費※3 17 27 10 災害復旧費用の相互扶助制度開始等に伴う拠出金の増

調整力の確保に要する費用※4 4 164 160 容量拠出金の計上
貸倒損 13 1 ▲12 2020年度需給ひっ迫に伴うインバランス料金に係る引当による差異

振替損失調整額 29 74 45 再エネ連系量の増加等によるkWh増および調整力単価の上昇による増
減価償却費（既存分） 1,146 892 ▲254 償却方法変更および償却進行による減

賠償負担金相当金 42 156 114 制度改正（2020年度）による増
廃炉円滑化負担金相当金 24 132 108 制度改正（2020年度）による増
インバランス収支過不足額 39 48 9 ー

合計 2,608 2,721 113 ー

【参考】見積費用の概要（制御不能費用）
• 制御不能費用は、事業者の裁量によらない外生的な費用や、合理的な代替手段が無く、事業者の努力

による効率化が困難な費用を計上することと定義されており、直近の送配電事業に係る資産、関連法令、
関連契約ならびに過去実績等に基づき算定しました。

• 制御不能費用の見積費用は、原子力託送回収関連の制度改正（2020年度）による増、容量拠出金
の計上および振替損失調整額の増加等に伴う調整力調達費用の増などにより、過去実績と比較して113
億円/年増加の2,721億円/年となっています。

（億円）

※1 固定資産税（新規投資分）は除く。
※2 道路占用料、水面使用料、線路使用料、共架料、電柱敷地料、線下補償料、河敷料、占用関係借地料その他の法令及び国のガイドラインに準じて単価が設定される

費用に限る。
※3 受益者負担金、推進機関会費、災害等扶助拠出金に限る。 ※4 容量拠出金、ブラックスタート電源確保費用、最終保障供給に係る損益

4 費用計画
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過去実績
（Ａ）

今回
（Ｂ）

差引
（Ｂ－Ａ） 備考

託送料※1 15 32 17 周波数変換設備の新規運開（飛騨信濃FC）に伴う融通電力量の増

事業者間精算費 57 81 24 振替供給電力量の増

補償費 17 17 0 ー

震災、風水害、火災その他の
災害の復旧に係る費用※2 21 6 ▲15 ー

発電抑制に要する費用※3 0 0.05 0.05 本格適用に伴うオペレーション費用の織込

調整力の確保に要する費用※4 394 527 133 需給調整市場開設影響による増

合計 504 664 160 ー

【参考】見積費用の概要（事後検証費用）
• 事後検証費用は、外生的な要因に影響を受ける一方、一定の効率化を求める点も考えられる費用であり、

事後的に確認、検証、調整を行うものと整理されており、最新の支出見通しや過去実績等に基づき算定し
ました。

• 事後検証費用の見積費用は、需給調整市場開設影響による調整力調達費用の想定増、制度変更に
伴うエリア間振替供給電力量の増加による事業者間精算費の増などにより、過去実績と比較して160億
円/年増加の664億円/年となっています。

（億円）

※1 地域間連系設備の増強等に係る費用（9社負担分）に限る。
※2 災害等扶助交付金を含む。
※3 送配電線１回線、変圧器１台又は発電機１台その他の電力設備の単一故障の発生時に保護継電器により行われる速やかな発電抑制に要する費用をいう。
※4 一般送配電事業者が、調整電源等を公募により調達するのに要する費用、調整電源等に対し上げ調整指令及び下げ調整指令を行うのに要する費用、調整電源等を

需給調整市場における売買取引により調達するのに要する費用等をいう。

4 費用計画
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【参考】調整力の調達方法の変遷と費用
• 調整力は、2017年度より公募にて調達してきましたが、2024年度以降、原則全ての調整力が市場調達となります。
• 調整力の見積費用は、国や広域機関等で整理された方法に従い算定しており、一部の調整力（⊿kW）費用について、こ

れまでは実際の発動に応じた事後精算であったものが、発動の有無に関わらず事前に確定するという制度変更による増加要
因に加え、燃料費高騰等により調整力単価が上昇し、今回の見積費用は、前回の見積費用と比較し453億円/年増加し
754億円/年になると見込んでいます。

• 調整力の費用は制御不能または事後検証費用に分類されており、見積費用と実績の乖離額は規制期間中または終了後
に、国の検証を経て、当期または翌期の収入上限に反映されることになります。

※1 実際の発動に応じた事後精算 ※2 三次調整力②は見積費用対象外のため未記載 ※3 発動の有無に関わらず事前に確定

今回の見積費用 754億円（＋453億円：対前回）過去実績 427億円前回の
見積費用

301億円

ブラックスタート
特定立地
電源公募

電源Ⅱ
契約 ⊿ｋＷ調達※１

2017～212017～21

電源Ⅰ・Ⅰ’
エリア公募

ｋＷｈ調達

ブラックスタート
特定立地
電源公募

ブラックスタート
調達

公
募
・
契
約

公
募
・
契
約

公
募
・
契
約

公
募
・
契
約

市
場
市
場

三次調整力①
需給調整市場※２ ⊿ｋＷ調達※3

市
場
市
場

一次～三次調整力①
需給調整市場※２

⊿ｋＷ調達※3

公
募
公
募

容量市場 ｋＷ調達

ｋＷｈ調達

ブラックスタート
電源公募

2024～272024～27

ブラックスタート
調達

ブラックスタート
調達

ｋＷ調達

2013～152013～15

自社電源等
からの調達

20232023
公募を通じて

取引の透明性を確保
市場調達を通じて取引の透明性を確保・全国からの調達

（段階的に市場からの調達を拡大）

（主な増加要因）
・調整力単価の上昇
・電源Ⅰ’調達開始 等

（主な増加要因）
・調整力単価の上昇
・実発動に関わらず⊿ｋＷを事前に確保 等

電源Ⅰ・Ⅰ’
エリア公募 ｋＷ調達

電源Ⅱ
契約 ⊿ｋＷ調達※１

ｋＷｈ調達

ｋＷｈ調達

調
達
方
法

費
用

4 費用計画
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【参考】調整力調達費用の概要と算定の考え方
• 調整力調達費用に係る各項目の費用については、下表の考え方に基づき算定しました。

4 費用計画

区分 項目 概要 織込額
(億円/年) 量 単価

制
御
不
能
費
用

容量拠出金
（2024年度～）

容量提供事業者に対して広域機関が支払う容
量確保契約金の原資として、支払う費用 129 最大三日平均（Ｈ３）需要の

7%（2024年度のみ6％）
2024～2025年度は約定価格、
2026～2027年度は指標価格平均

ブラックスタート電源調
達

電力系統の全停電時に備え、ブラックスタートに
必要な電源を予め確保するために必要な費用 23 （ブラックスタートに必要となる箇

所数）

2023年度：2017～2021年度にお
ける実績値をもとに算定
2024年度以降：ブラックスタート機能
公募の約定結果等から、容量市場の
約定結果（または見積値）を差し引
いた値

振替損失調整額 自社供給区域外からの振替供給に係る受電時
に損失する電力分の調整に係る費用 74 2021年度実績をもとに算定

インバランス収支過不
足

インバランス料金の収入あるいは支出と、調整力
のkWh価格による費用との損益 48 2016年度～2021年度に発生した累積収支額のうち、2022年度に繰り

越すこととされた額を算入

最終保障供給損益
最終保障供給契約を締結している需要家への
電力供給に必要な費用と、最終保障供給料金
による収入との損益

11 2017～2021年度における取引損益実績をもとに算定した見積もり額およ
び2022年3月～2022年9月の実績額を算入

事
後
検
証
費
用

調整力固定費（調
整力公募による調達
費用）

調整力公募により確保するkWに対しての費用
（2023年度のみ） 35

・電源Ⅰ：H3需要の6.2%
・電源Ⅰ’：Ｈ３需要の3％から
特定立地電源の必要量および火
力OP出力分を控除した量

・電源Ⅰ：2018～2021年度におけ
る実績単価および2022年度の公募
結果に基づく単価
・電源Ⅰ‘については、2020年度以降
の2020～2021年度の2年間におけ
る実績単価および2022年度の公募
結果に基づく単価

調整力可変費（調
整力公募による運用
費用）

周波数調整・需給バランス調整のために確保した
電源の運用費用（増分燃料費相当。2023年
度のみ）

71 2021年度実績をもとに算定

系統保安ポンプ 荒天等による広域停電に備える目的で揚水発
電所のポンプアップのために発生する費用 0.3 2021年度実績をもとに算定

需給調整市場からの
調達費用（一次～
三次調整力①）

需給調整市場において、各調整力のΔkWの調
達に必要となる費用 420 複合約定ロジックに基づいた調達

量
逸失利益および固定費回収のための
合理的な単価
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過去実績
（Ａ）

今回
（Ｂ）

差引
（Ｂ－Ａ） 備考

レ

ー

ト

ベ

ー

ス

特定固定資産 22,942 21,644 ▲1,298 償却進行に伴う設備簿価の減
建設中の資産 480 324 ▲156 大型長期案件の減少による建仮残高の減

特定投資 0 137 137 東京中部連系設備の運開前預入金残高の算入による増
運
転
資
本

営業資本 495 542 47 営業費用の増加による増
貯蔵品 127 54 ▲73 貯蔵品削減の取組み等による減

計 621 596 ▲25 ー
繰延償却資産 0 0 0 ー

合 計 ① 24,043 22,701 ▲1,342 ー
報酬率 ② 1.9％ 1.5％ ▲0.4％ 他人資本報酬率の低下

事業報酬 ③＝①×② 457 341 ▲116 ー
追加事業報酬額 ④ 0 1 1 東京中部連系設備の運開前預入金残高の算入による増
事業報酬合計 ⑤＝③＋④ 457 342 ▲115 ー

【参考】見積費用の概要（事業報酬）
• 事業報酬は、事業者にとって必要な資金調達コストとして、必要かつ有効な事業資産の価値（レートベー

ス）に報酬率を乗じて算定しています。
• 報酬率が1.5％に低下したことなどにより、過去実績（＝前回見積費用）に比べて115億円/年減少する

見込みです。

（億円）

4 費用計画
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【参考】報酬率の算定概要
• 報酬率については、一般送配電事業者による託送供給等に係る収入の見通しの算定に関する省令等に

基づき算定した結果、改定前に比べて他人資本報酬率が低下（▲0.76％）したことなどにより、1.5％
（対改定前▲0.4％）となりました。

報酬率の算定方法：自己資本報酬率(a)×30％＋他人資本報酬率(b)×70％

(a)自己資本報酬率：公社債利回り実績率×（1-β）＋全産業（全ての一般送配電事業者たる法人を除く）の自己資本利益率×β

（b)他人資本報酬率：公社債利回り実績率＋震災前の旧一般電気事業者のリスクプレミアム平均値

資本構成 改定前
（A）

今回
（B)

差引
（B－A）

自己資本報酬率（a） 30% 3.47% 4.05% 0.58%
他人資本報酬率（b） 70% 1.17% 0.41% ▲0.76%
報酬率 100% 1.9% 1.5% ▲0.4%

比重 2016 2017 2018 2019 2020 5か年平均値
（2016～2020）

公社債利回り 58% 0.041 0.137 0.137 ▲ 0.001 0.090 0.081
自己資本利益率 42% 9.670 10.710 10.430 9.210 7.600 9.524
自己資本報酬率 100% 4.085 4.578 4.460 3.868 3.244 4.047
（注）1.公社債利回り：「長期国債」、「地方債」、「政府保証債」の直近5か年（2016～2020年度）平均

2.自己資本利益率は、「産業別財務データハンドブック」の全産業平均（全電力除き）の自己資本利益率を採用。
3.自己資本利益率の算定においては、特別損益による影響額を控除。
4.β値：0.42（市場全体の株価が1％上昇するときの旧一般電気事業者の震災前5年間における株価平均上昇率）

公社債利回り
(5か年平均)

震災前の
ﾘｽｸﾌﾟﾚﾐｱﾑ

計
(5年)

他人資本報酬率 0.10% 0.31% 0.41%
（注）1.公社債利回り：「長期国債」、「地方債」、「政府保証債」の直近5か年（2017～2021年度）平均

2.震災前の電力ﾘｽｸﾌﾟﾚﾐｱﾑは、震災前5年間の（旧一般電気事業者の平均有利子負債利子率-公社債利回り実績率）の平均値

4 費用計画
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設備投資額の見通し
• 第1規制期間の設備投資額は、設備の高経年化に対応した更新投資、大阪・関西万博対応等の大型

供給工事、次世代投資などの増加により、過去実績と比較し増加する見込みです。

（億円）

5 投資計画

【設備投資の推移（竣工額）】

※設備投資額については、取替修繕費控除前の金額を計上
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第１規制期間平均 2,197億円/年過去5か年実績平均 1,753億円/年
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設備拡充計画（策定方針、拡充投資の見通し）
• 設備拡充については、再エネ電源の連系拡大に向けた能動的な系統整備を図るため、広域機関が策定

する連系線・基幹系統におけるマスタープランおよび広域系統整備計画や、ローカル系統におけるプッシュ型
増強規律等に基づき、連系線・基幹系統、ローカル系統、配電系統毎に、工事計画を策定しています。

• 配電系統においては、経済見通しや再エネ導入拡大の情勢等、将来動向を考慮して策定する需要・電
源対応や、国の無電柱化推進計画に基づき、レジリエンス強化や良好な景観形成に資する無電柱化整
備計画等を策定しています。

• 第1規制期間の設備投資額は、大阪・関西万博対応等の大型供給工事などにより過去実績に比べて増
加する見込みです。

5 投資計画(拡充)

【拡充投資の推移(竣工額)】

第１規制期間平均 448億円/年過去5か年実績平均 399億円/年

441
385

420 405
342

460 489 475

368
447

（億円）
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設備拡充計画（連系線・基幹系統の策定方針）
• 会社間の連系線および基幹系統は、広域機関が策定するマスタープランおよび広域系統整備計画に基づ

き、工事計画を策定しています。
• 本事業計画策定時点では、マスタープランや広域系統整備計画の策定に基づく連系線および基幹系統の

拡充計画はありませんが、今後、当社管内の連系線・基幹系統の拡充が必要となる新たな広域系統整
備計画が策定された場合には、同計画に則り着実に対応してまいります。

• 供給エリア内の基幹系統は、地域の電源開発および電力需要の将来動向を想定し、広域機関の業務規
程等に基づき、工事計画を策定しています。

5 投資計画(拡充)
連系線・基幹系統
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設備拡充計画（連系線・基幹系統の工事件名）
• 供給計画等に記載した使用開始年月を遵守できるよう、着実に対応してまいります。

5 投資計画(拡充)
連系線・基幹系統

№ 件名 設備 工期 投資額
(億円) 工事目的・工事理由

1 新加古川線増強工事 送電 2021/7着工
～2025/6竣工 ** Ａ発電所の電源等からの潮流により275kV新加古川線

の熱容量を超過するため、新加古川線の増強を行うもの。

2 A線新設工事 送電 2021/3着工
～2025/1竣工 ** Ａ発電所から、南姫路変電所275kV引出設備まで接続

するために必要な地中送電線路を新設するもの。

3 宝塚開閉所275kV
直列機器増強工事 送電 2022/1着工

～2023/6竣工 ** 新加古川線増強に伴い、宝塚開閉所の275kV直列機
器を増強するもの。

4 南姫路変電所275kV
引出設備増設工事 変電 2021/3着工

～2025/1竣工 ** Ａ発電所の系統連系に伴い、南姫路変電所の275ｋV
引出設備を新設するもの。

5 御坊変電所500kV
変圧器他増設工事 変電 2020/8着工

～2027/11竣工 ** Ｂ，Ｃ，Ｄ発電所の系統連系に伴い、御坊変電所にお
ける変圧器およびGIS設備を新設するもの。

6 西大阪変電所275kV
変圧器増設工事 変電 2022/2着工

～2023/6竣工 ** 申込需要への供給に伴い、西大阪変電所に変圧器を新
設するもの。

7 新生駒変電所275kV変圧器他
増設工事 変電 2023/9着工

～2027/3竣工 ** 申込需要への供給に伴い、新生駒変電所に変圧器を新
設するもの。

8 丸山変電所変圧器
増強工事 変電 2022/10着工

～2023/6竣工 ** Ｅ発電所の発電設備増強に伴い、変圧器の熱容量が超
過するため容量工事を実施するもの。

9 新加古川変電所ほか系統
安定化装置増強工事 変電 2018/7着工

～2025/6竣工 ** Ａ発電所連系に伴い、電源脱落リスクの低減を図るため、
系統安定化装置を新設するもの。

10 Ｂ，Ｃ，Ｄ発電所連系に伴う系統
安定化装置増強工事 変電 2020/6着工

～2027/12竣工 ** Ｂ，Ｃ，Ｄ発電所連連系に伴い、電源脱落リスクの低
減を図るため、系統安定化装置を新設するもの。

11 京北開閉所ほか事故時系統分離
装置増強工事 変電 2025/3着工

～2026/3竣工 ** 中地域３社における地域間連系線の交流ループ化に伴い、
事故時系統分離装置を増強するもの。

※ 投資額は今後の資材契約交渉を行うにあたり工事費低減の支障となる可能性があることから、非開示としている。
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【参考】中地域交流ループについて
• 中地域交流ループは、マスタープランの中間整理において、複数のシナリオで将来に亘ってメリットがあると評

価されており、広域系統整備計画の策定に向け、その具体化について検討を進めていくこととされています。
• 当社供給エリアでは、第1規制期間において主に電磁誘導対策等の対策工事が必要となります。

2022年4月8日 第60回広域系統整備委員会資料より抜粋

5 投資計画(拡充)
連系線・基幹系統
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設備拡充計画（ローカル系統の策定方針）
• ローカル系統は、地域の電源開発および電力需要の将来動向、地域特性、用地事情等を考慮し、供給

信頼度の確保と経済性の追求および将来系統への適応性に留意しつつ、中長期も見据えた工事計画を
策定しています。

• 再エネ電源に対する接続対応については、これまで新規電源の連系申し込み等に合わせ、プル型で増強を
計画・実施しておりましたが、当該規制期間中に混雑が発生する可能性がある系統について、将来潮流の
想定を行い、費用対便益評価の結果、便益が見込まれると判断された系統についてはプッシュ型で設備
増強する工事計画を策定しています。

5 投資計画(拡充)
ローカル系統

2022年4月12日 第38回系統ワーキンググループ資料より抜粋
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設備拡充計画（ローカル系統の投資額）
• 第1規制期間におけるローカル系統拡充工事は、大阪・関西万博対応等の大型供給工事等※の要因に

より、過去実績に比べて、投資額が年平均47億円増加する見通しです。
• 策定した工事計画の遵守に向け、着実に対応してまいります。

年平均
＋４７億円

2017-2021 2023-2027
5か年合計 399億円 634億円

平 均 80億円 127億円

2023 2024 2025 2026 2027

鉄塔 基 6 19 14 8 17

架空送電線 km 6.7 11.5 43.6 9.0 9.2

地中ケーブル Km 22.9 21.9 22.4 20.9 16.8

変圧器 台 1 3 4 4 5

遮断器 台 2 0 1 1 1

【主要設備毎の投資量】 【投資額（竣工額）】

5 投資計画(拡充)
ローカル系統

１２７億円

８０億円

件名 竣工年度 竣工額

大阪・関西万博対応 2023-
2024 **

お客さま供給工事(地中ケーブル新設他) 2025 **

お客さま供給工事(鉄塔、架空送電線、地
中ケーブル新設他)

2024-
2027 **

※大型供給工事等の代表例 (億円)
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設備拡充計画（配電系統の策定方針・投資額）
• 配電系統の設備拡充には、お客さまからの申込等に対応する「需要・電源対応」、国の無電柱化推進計

画に基づいて実施する「無電柱化対応」があります。
• 「需要・電源対応」は、過去実績を基に、経済見通しや再エネ導入拡大の情勢等、将来動向を考慮し

て、計画を策定しています。
• 「無電柱化対応」は、国の無電柱化推進計画に基づき、「地方ブロック無電柱化協議会」で計画を策定し

ている電線共同溝方式と、単独地中化（ 「第35回電力・ガス基本政策小委員会」で示された考え方に
基づき、電線管理者が実施する電力レジリエンスのための無電柱化）方式の2方式があり、第1規制期間
で合計194kmの無電柱化工事を計画しています。

• 第1規制期間における配電系統の拡充工事は、無電柱化対応工事の増加などにより、過去実績に比べ
て、投資額が年平均8億円増加する見通しです。

2023 2024 2025 2026 2027

需要・電源対応 台 248,974 248,974 248,974 248,974 248,974

無電柱化対応 km 30 35 40 43 46

（再掲）
電線共同溝方式 km 27 31 33 36 39

（再掲）
単独地中化方式 km 3 4 7 7 7

2017-2021 2023-2027
5か年
合計 1,310億円 1,348億円

平均 262億円 270億円

【工事目的毎の投資量】 【投資額（竣工額）】

5 投資計画(拡充)
配電系統

年平均
＋8億円

270億円

262億円
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設備保全計画（策定方針、更新投資の見通し）
• 設備保全は、将来的に増加する高経年化設備を適切に更新していくために、 「リスク量算定対象設備

（主要9品目※）」と「リスク量算定対象外設備（主要9品目以外）」における更新計画を策定していま
す。

• リスク量算定対象設備は、広域機関によって策定された「高経年化設備更新ガイドライン」に基づき、更新
年度分布等を加味した中長期計画をベースに、第1規制期間の工事計画を策定しています。

• リスク量算定対象外設備は、故障リスクや設備の重要度等を総合的に評価し、更新対象を選定、第1規
制期間の工事計画を策定しています。

• 第1規制期間の設備投資額は、上記の考え方等に基づき計画を策定した結果、更新物量の増加等によ
り、過去実績に比べて増加する見込みです。

※ 工務設備：5品目（鉄塔、電線、ケーブル、変圧器、遮断器）、配電設備：4品目（電柱、電線、ケーブル、柱上変圧器）

（億円）

5 投資計画(保全)

【投資額の推移(竣工額)】

1,240
1,054 1,180

1,347
1,179 1,258 1,293

第１規制期間平均 1,350億円/年過去5か年実績平均 1,200億円/年

1,484 1,3891,327
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設備の高経年化に伴う懸念

【参考】 設備の高経年化に係る対応
• これまで当社は、高度経済成長期の電力需要の伸びに合わせて送配電設備を大量に建設してきており、

これらの設備の高経年化に伴い、劣化の進展した設備の増加、更新物量の増加が懸念されます。
• このような状況の中、今後も「電力の安定供給」を確保し続けるために、アセットマネジメント高度化および

施工力の維持・向上等に取り組み、設備劣化等に関する技術的知見や「高経年化設備更新ガイドライ
ン」に基づくリスク評価等を踏まえた更新計画を、設備のスリム化も勘案し確実に遂行していきます。

5 投資計画(保全)

アセットマネジメント高度化

施工力の維持・向上
鉄塔

（部材発錆）
変圧器

（漏油）
電柱

（コンクリート剥離）

更
新
物
量
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加

劣化の進展した設備の増加

電 力 の 安 定 供 給 を 確 保

中長期計画の提示 PR活動工法のカイゼン・DX

「高経年化設備
更新ガイドライン」
に基づくリスク評価

設備の劣化状況等
を踏まえた

更新物量の平準化

設備劣化等
に関する

技術的知見

更
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• 「高経年化設備更新ガイドライン」において、主要9品目の設備リスク量の算定方法や目標設
定の考え方が規定されました。

• 第1規制期間においては、2027年度期末の総設備リスク量を2023年度期初の総設備リスク
量以下に維持することを目標として工事計画を策定しています。

5 投資計画(保全)
リスク算定対象

設備リスク量※1の算定 総設備リスク量の評価

※1 設備の故障が起きる確率（故障確率）とその故障が起きた
場合の影響（故障影響度）の積

※2 災害復旧、行政等からの移設要請、各種法令対応および
拡充・除却工事等

主
要
9
品
目
合
計

総設備リスク量

2023年度
期初

2027年度
期末

現
在
リ
ス
ク
量

将
来
リ
ス
ク
量

高経年化
対策工事

高経年化
対策以外
工事※2

リ
ス
ク
目
標
値

9品目全体の
総設備リスク量
が目標

経年等によるリスク上昇

5年経つと
各設備のリスク量
が増加

設備リスク量

故
障
影
響
度
（
円
）

故障確率（％）

現在 将来

故
障
影
響
度
（
円
）

故障確率（％）

現在

設備
リスク量

設備保全計画（リスク量算定対象設備の更新計画策定の考え方）
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設
備

量

建設年

経年分布イメージ 更新年度分布イメージ

• 過去の経済成長に伴い設備量を増やしてきたため、経
年分布には偏りがある。

• 同じ経年の設備であっても、環境・劣化等によって更新
時期は変わる。

• ガイドラインを用いて、各設備の経年・環境・劣化等を
踏まえて算出した更新年度分布にも偏りがある。

• 中長期的に施工力を確保するためには、設備の劣化状
態等による更新の前倒し・後ろ倒しを考慮して、毎年同
程度の更新物量を確保し続ける必要がある。

設
備

量
更新年度

• 将来的に増加する高経年化設備を適切に更新していくためには、中長期的な施工力の確保
が重要であり、そのためには更新物量の平準化が必要不可欠となります。

① ガイドラインの故障確率の考え方から、更新目安となる更新年度分布を作成します。
② ガイドラインのリスク量や当社の設備劣化等に関する技術的知見を踏まえて、更新の前倒し・

後ろ倒しを考慮して平準化した更新物量（中長期更新物量）を算定します。

5 投資計画(保全)
リスク算定対象

現在

作
成

中長期更新物量

経年分布と更新年度分布では
各設備の並ぶ順番が変わる

経年分布どおりではなく
各設備の状態を確認して
更新時期を判断

ガイドラインを用いて
各設備の経年・環境・劣化等
を踏まえた更新目安を算出

現在

設備保全計画（リスク量算定対象設備の中長期的な更新物量）
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第1規制期間の更新物量＜中長期更新物量 第1規制期間の更新物量＞中長期更新物量

＜施工力の維持・向上の取組み＞
• 送配電工事のPR活動、作業員の労働環境の改善
• 協力会社への中長期計画の提示による計画的な採

用・設備投資の促進
• 年間の稼働工事の平準化による施工力の維持
• 工法のカイゼン・DX導入・同時施工等による生産性向

上（作業・停電時間の短縮、作業負荷の軽減） 等

＜更新物量の増加要因＞
• 同種設備（過去の不具合実績から劣化の進展が想定

より速いことが確認された設備）を早期に更新
• 環境負荷低減の社会的責務を果たすために低濃度

PCB含有機器を早期に更新 等

• 第1規制期間の更新物量は、将来的に増加する高経年化設備を適切に更新していくために
必要となる、中長期更新物量を基準として設定しています。

• そのうえで、各品目について足元の施工力の維持・向上の取組みや優先して更新する理由等
を勘案して算定しています。

5 投資計画(保全)
リスク算定対象

更
新

物
量

更新年度

更
新

物
量

更新年度第1規制期間

中長期更新物量

第1規制期間

中長期更新物量

施工力の維持・向上に取り組み段階的に
中長期更新物量まで増加

優先更新理由による増
「高経年化対策工事」以外の増

設備保全計画（リスク量算定対象設備の第1規制期間の更新物量）
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更新対象の選定イメージ※1 施工力の融通イメージ※3

※1 実際の選定状況を示したものではない
※2 関連設備との協調、低濃度PCB含有機器、廃形設備 等 ※3 実際のエリア別リスク量を示したものではない

• 高リスク設備の更新を優先する一方で、低リスク設備を優先して更新する理由の有無を確認
のうえ、第1規制期間に更新すべき対象を選定しています。

• 高リスク設備を可能な限り多く更新するため、必要に応じてエリア間の施工力融通を考慮して
更新すべき対象を選定しています。

5 投資計画(保全)
リスク算定対象

平均的な設備リスク量
低 高

施工力融通
高リスク設備：少

高リスク設備：多

バランス良く
選定

優先更新理由※2 リスク量

更新対象
更新対象外

故
障
影
響
度
（
円
）

故障確率（％）

低リスク設備 高リスク設備

高リスク設備が多い地域に
施工力を融通

設備保全計画（リスク量算定対象設備の第1規制期間の更新対象）
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設備
区分 品目 単位 更新物量

5年間 年平均

工
務
設
備

鉄塔 [基] 1,008 202
電線 [km] 954 191
ケーブル [km] 323 65
変圧器 [台] 314 63
遮断器 [台] 261 52

配
電
設
備

電柱 [本] 77,865 15,573
電線 [km] 33,595 6,719
ケーブル [km] 519 104
柱上変圧器 [台] 348,167 69,633

設備保全計画（リスク量算定対象設備の第1規制期間の更新計画）

• 前頁までの考え方に基づき、リスク量算定対象設備の第1規制期間の更新計画を策定してお
り、リスク目標値（2023年度期初の総設備リスク量以下）を達成する計画となっています。

5 投資計画(保全)
リスク算定対象

3,524 

3,683 

38 

133 

3,512 

3,300

3,400

3,500

3,600

3,700

2023年度
期初リスク量

2027年度
期末リスク量

対策量
（高経年化対策以外）

対策量
（高経年化対策）

2027年度
期末リスク量
（対策後）

リス
ク

量
[億

円
]



61

Kansai Transmission and Distribution,Inc.

【参考】 技術的知見の蓄積および施工力の維持・向上の取組み

• 各品目について、巡視・点検結果等を活用した設備劣化等の分析による技術的知見の蓄積
を始めとした取組みを継続し、新たな知見はガイドラインに適宜反映していきます。

• 上記により、更新物量は今後も見直していく前提ではありますが、現状の施工力では中長期更
新物量に対応できない品目もあるため、施工力の維持・向上に取り組みます。

5 投資計画(保全)
リスク算定対象

中長期計画の提示・稼働工事の平準化

技術的知見の蓄積 ⇒ ガイドラインに適宜反映

中長期的な更新物量を提示します
年間の稼働工事も平準化に努めます

更新物量に対応するには人材・機材が必要
採用・設備投資の計画に反映しよう

更新物量
見直し

生産性向上
工法のカイゼン

作業・停電時間の短縮

DX導入

作業負荷の軽減

更
新

物
量

更新年度

送配電工事のPR活動・労働環境の改善

施工力
維持・向上

送配電工事の魅力を発
信します
工期をフレックス化します
休暇をしっかり確保します



62

Kansai Transmission and Distribution,Inc.

【参考】 高経年化設備更新ガイドラインの高度化に向けた取組み

• ガイドラインには現時点の一般送配電事業者の技術的知見が可能な限り反映されています
が、今後も引き続き各品目について技術的知見を深め、ガイドラインに適宜反映していきます。

• 今後の課題としては、対象設備の拡大や算定式の精緻化等が挙げられています。
• 中長期的なリスク量推移は、複数の不確定要素があるため現状では概算値として取り扱ってお

り、その評価の在り方については長期的な課題となっています。
• これらの課題は、第2規制期間に向けて国および広域機関と協力して検討していきます。

【引用】 広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会（第13回：2021/10/22）

5 投資計画(保全)
リスク算定対象
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【参考】 アセットマネジメント高度化に向けた取組み
• アセットマネジメント高度化のためには、リスクだけでなくリスクとコストをバランスさせる考え方に転

換する必要があると考えており、当社は将来的にシステム化を目指しています。

5 投資計画(保全)
リスク算定対象

【Step1：設備状態管理】 【Step2：設備リスク評価】

【Step3：各設備のリスク＋コストの最小化】 【Step4：更新計画の最適化】

登録

設備データベース

分析
評価

送配電設備

保全
（巡視・点検）

価
値

更新年度

リスク コスト リスク＋コスト

最適化
更

新
物

量

更新年度

制約条件

＜第1規制期間＞
＜当社が実現を目指しているアセットマネジメント＞

設備リスク量

故
障
影
響
度
（
円
）

故障確率（％）

現在 将来
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設備保全計画（リスク量算定対象外設備）
• 更新対象の選定にあたっては、老朽劣化度合に加えて、法令対応、過去の事故実績・障害発生頻度等

の蓄積データ、不安全設備解消、支障移設などの条件を加味した上で、故障リスクや設備の重要度等を
総合的に評価することとしています。

• 更新時期の検討においては、経済性や工事実施に係る施工力の確保等を考慮し、隣接する主要９品目
の更新工事と実施時期を合わせ、協調実施とすることで、経済的・合理的な改修計画を策定しています。

一覧

送電設備 がいし、架線金具類、管路 等

変電設備
キュービクル、断路器、リレー・TC（テ
レコントロール）類、リアクトル、コンデ
ンサ、変流器、整流器・蓄電池 等

配電設備 開閉器、地中変圧器、SVR※、引込
線 等

2023 2024 2025 2026 2027

送電設備 187 160 135 162 171

変電設備 249 290 236 265 194

配電設備 544 514 532 528 448

合計 980 964 903 955 813

5 投資計画(保全)
リスク算定対象外

【投資額（竣工額）】 【リスク量算定対象外設備一覧】

※ Step Voltage Regulator（電圧調整器）

(億円)
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その他投資計画
• その他投資は、設備拡充投資、更新投資、および次世代投資以外の設備投資であり、通信、システム、

建物などの投資から構成されています。
• 第1規制期間の投資額は、システム関連工事、建物関連工事等の増加等により、過去実績に比べて

増加する見込みです。

2017 2018 2019 2020 2021 平均
（A） 2023 2024 2025 2026 2027 平均

（B）
差引
(B-A)

通信 33 22 7 8 7 16 27 14 15 9 8 15 ▲1

システム 0 17 144 45 65 55 105 109 117 97 149 115 60

建物 23 25 25 23 26 25 39 37 14 17 33 28 3

系統・給電 8 29 64 20 19 28 20 19 40 10 4 19 ▲9

備品 3 7 7 2 4 5 3 2 2 2 2 2 ▲3

リース 7 11 13 19 10 13 17 15 17 15 15 16 3

用地権利
設定 13 9 10 8 6 10 8 27 8 8 8 12 2

離島発電
設備 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 2 1 1 2 3 2 1 2 0.8 0.4 0.8 1 ▲1

計 92 125 275 130 144 154 221 226 213 160 222 208 54

（億円）【設備投資額（竣工額）】

5 投資計画
（その他投資）
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• カーボンニュートラル社会の実現やレジリエンス強化等の電力ネットワークの次世代化、デジタル技術の活用等による
効率化・サービス向上を実現するために、以下の取組みを着実に進めてまいります。

電力ネットワークの次世代化の概要 5 投資計画
(次世代投資)

※ 金額は次世代投資として第1規制期間に支出する金額を記載しています。（見積費用は、支出額に含まれる設備投資額を償却換算して算定）

約170億円

カーボンニュートラルの実現 さらなるレジリエンス強化

(1)将来の再エネ電源ポテンシャルに対応した迅速・円滑な系統連
系・設備増強の推進

(2)再エネ導入・利活用の最大化に向けたIoT技術の活用等による
設備・運用の高度化 ・・・ 約973億円

（例）配電網高度化に関する取組み
(3)カーボンニュートラルの実現に向けた制度改革に対応したシステムの

改修・構築 ・・・ 約88億円
（例）再給電方式導入に関する取組み

(4)当社事業運営におけるゼロカーボン化への取組み ・・・ 約81億円
（例）温室効果ガス低減機器導入拡大に関する取組み

(5)再エネ主力電源化を見据えた技術開発・研究 ・・・ 約4億円
（例）直流送電活用に関する取組み

約1,145億円 約54億円

(1)デジタル技術の活用等による業務効率化 ・・・ 約26億円
（例）デジタル技術を活用した保安業務の高度化に関する取組み

デジタル技術の活用等による業務運営の高度化

(1)災害発生時の停電範囲の極小化、より迅速な停電復旧に向
けた技術開発・設備導入 ・・・ 約25億円

（例）アセットマネジメントの高度化に関する取組み
(2)災害発生時に地域社会・お客さまが必要とされる情報の

迅速・確実な提供 ・・・ 約19億円
（例）電力データ活用に向けたシステム開発に関する取組み

(3)脅威増大傾向にあるサイバー攻撃へのセキュリティ強化
・・・ 約10億円

（例）電力制御システムにおけるセキュリティ対策に関する取組み

2050年カーボンニュートラルの実現、2030年CO2排出量46%
削減の達成に向けて、多様な系統利用者と発電所をつなぎ、排出
削減に貢献する電力ネットワーク構築等を推進。

約26億円

激甚化する台風災害や南海トラフ大地震等への対応、公衆
災害の防止、サイバーセキュリティ対策など、より強靭な電力
ネットワーク構築に向けた取組みを推進し、社会・お客さまの
さらなる安全・安心の確保を実現。

デジタル技術の活用等により、業務運営の高度化によるコスト効率化、サービス向上に資する取組みを推進。
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電力ネットワークの次世代化の全体像 5 投資計画
(次世代投資)

※ 金額は次世代投資として第1規制期間に支出する金額を記載しています。（見積費用は、支出額に含まれる設備投資額を償却換算して算定）

分散型グリッドの活用検討・
技術開発

設備リスク・投資価値評価に基づく最
適な改修計画策定
アセットマネジメントの高度化

地域社会・お客さまへの情報
の迅速・確実な提供
電力データ活用

サイバーセキュリティ
強化

他エリア
発電所

基幹・ローカル系統

配電系統
マイクログリッド

需給
調整

再エネ連系量UP

改修計画の反映

南海トラフ地震等の大規模
災害への対応

約12億円

約88億円

約23億円

約19億円

約10億円

約2億円
電圧・潮流制御

テレビ、ラジオ、
インターネット、SNS等

設備の運用容量
の拡大

カーボンニュートラルの実現 レジリエンス強化

デジタル技術の
活用

ー
～

改
修
計
画

設備故障確率

設
備
故
障
時
の

影
響
度約1,145億円

約54億円

約26億円

カーボンニュートラルの実現に
向けた制度改革に対応した
システムの改修・構築
再給電方式
広域需給調整 等

再エネの最大化に向けた設備・
運用の高度化
DERフレキシビリティ
再エネ出力予測 等

再エネの最大化に向けた設備・運用の高度化
配電網高度化

当社事業運営におけるゼロカーボン化
温室効果ガス低減機器
導入拡大

約81億円

再エネの迅速・円滑な系統連系・
設備増強の推進

再エネ主力電源化を見据えた
技術開発・研究
系統蓄電池、直流送電 等

約4億円

デジタル技術の活用等による業務効率化
ドローン、ＡＩ、スマートグラス等の活用約961億円 約26億円

(3)

(2)

(5)

(1)

(4)

(1)

(1)

(2)

(3)

(1)

(1)
(2)
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• 第１規制期間では、配電網の設備・運用高度化等の取組みを実施するとともに、再エネ主力電源化に向けた技
術開発、自社排出量削減等にも取り組みます。

取組み方針（カーボンニュートラルの実現に向けた取組み）

取組み取組み

2030年 2050年CO2排出量CO2排出量

2031年度末
再エネ電源
連系量※

2,115万kW
(当社管内)

当社事業運営
における

ゼロカーボン化

2023年 2027年第１規制期間

目標目標

ローカル系統のプッシュ型増強

電動車の導入拡大

中地域交流ループの構築に関する取組み

配電網高度化に関する取組み

再給電方式導入に関する
取組み 今後検討が進む

制度改革への対応

系統状況を踏ま
え、

さらなる系統増強

需給調整市場に関する取組み

温室効果ガス低減機器導入拡大

再エネ主
力電源化
に向けた
さらなる設
備・運用
の高度化

2050年
カーボン

ニュートラル
の実現

2030年
CO2排出
量46%

削減

系統
増強

設備・
運用の
高度化

制度
改革
対応

事業活
動に伴
う排出
量削減

技術
開発

さらなる
排出量削減

2020年代中頃
ループ運用開始

2030年度電動車
導入率100%

再エネ予測誤差再エネ予測誤差
における対応

DERフレキシビリティに関する取組み

N-1電制拡大

2026年度DERフレキシ
ビリティ導入に向けた技術

研究完了

2034年度
次世代スマートメーター

導入完了

2029年度
６箇所増強完了

2027年度
7箇所展開完了

2024年度気象データを活用
したDR技術検討完了

2025年度
再給電方式
システム構築

2050年事業活動に伴う
CO2排出量を実質ゼロ

(※)再エネには、太陽光・風力・水力（揚水含む）・バイオマス（廃棄物含む）を対象として想定。

再エネ主力電源化に向けた機器開発・導入に関する取組み
（ダイナミックレーティング(DR)、系統用蓄電池、系統安定度(同期化力)の向上）

2027年度
SF6代替ガス

機器19台導入

次世代投資対象

次世代投資対象外
凡例

5 投資計画
(次世代投資)
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• 第１規制期間では、停電復旧迅速化に向けた取組みを実施するとともに、分散型グリッド活用に資する研究やア
セットマネジメント高度化にも取り組みます。また、地域社会・お客さまのご意見も踏まえながら、停電情報等を迅
速・確実にご提供するための電力データ活用に向けたシステム開発や情報発信手段の強化、サイバーセキュリティの
強化に向けた対策等にも取り組みます。

取組み方針（さらなるレジリエンス強化に向けた取組み）

さらなる停電範囲極小
化、停電時間短縮への取

組み

地域社会・お客さまの
ニーズを踏まえた

さらなる安全・安心確保
に向けた取組み

取組み取組み

2050年
レジリエンスレジリエンス

2023年 2027年第１規制期間

目標目標

より迅速な停電復
旧に向けた技術開
発・設備導入

設備の強靭化に関する取組み
(架空ケーブル化による倒木対策)

地域社会・お客さ
まが必要とされる
情報の迅速・確実
な提供

サイバー攻撃への
セキュリティ強化

停電復旧作業の迅速化に関する取組み
(移動用変電所の導入等)

電力データ活用に向けた
システム開発に関する取組み

電力制御システムにおけるセキュリティ対策に関する取組み

社会・お客さま
のさらなる

安全・安心の
確保

分散型グリッド導入・拡大

第１規制期間においては、
ウイルス感染防止、サイバー攻撃
検知の高度化や影響極小化に

取り組む

2027年度
移動用変電所
8台導入完了

2023年度停電情報の迅速
な発信が可能なシステム構築
2023年度停電情報の迅速
な発信が可能なシステム構築

品目毎・系統全体での
投資評価に向けた取組み

2023 自社設備での2023年度自社設備での
オフグリッド実証開始

2025年度
各品目のリスクとコストを

踏まえた投資判断に活用
可能なシステムを構築

タイムデータ提供を実現

2025年度
行政機関へのリアル

タイムデータ提供を実現

クラウド交換機やAIBOT等の導
入による問い合わせ応答率向上
や受付～作業手配の自動化

分散型グリッドの活用に向けた取組み

災害発生時の停電情報発信・問い合わせ強化に関する取組み
(AIの活用、SNS等の活用による情報発信手段の充実等)

アセットマネジメントの
高度化に向けた取組み

次世代投資対象

次世代投資対象外
凡例

5 投資計画
(次世代投資)
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• 第１規制期間では、ロボット、AI、IoT・センサ等のデジタル技術の活用等により、巡視点検業務の省力化や既存
業務プロセスやシステムの抜本的な変革・刷新を実現し、さらなるコスト効率化にも取り組みます。

取組み方針（デジタル技術の活用等による業務運営の高度化）

取組み取組み

2050年
DXDX 2023年 2027年第１規制期間

目標目標

デジタル技術
の活用等に
よる業務効
率化

デジタル技術を活用した保安業務
の高度化に関する取組み
(ドローン・ロボットの導入)

デジタル技術を活用した保安業務
の高度化に関する取組み(IoT活用)

地域社会・お客さまのニーズを地域社会・お客さまのニーズを
踏まえた、託送供給業務等の

刷新

設備のデジタル化に向けた取組み

ドローンの自動航行、画像撮影、
データの自動アップロード、AIによ
る劣化判定等のデジタル技術を
駆使し、人の介在の極小化・

自動化に向けた設備保全業務等
の刷新

デジタル技術の
活用等による
業務運営の高
度化 データの一元管理のも

と全ての業務が繋がる
「次世代託送システム
のプラットフォーム」構築

2025年度
巡視点検業務での

実証

システム高度化に関する取組み

2028年度
託送運営業務の
レガシーシステム
からの刷新完了

2027年度
変電所各機器の接
続をアナログからLAN
化に変更する技術を

確立

2024年度スマート
デバイス導入による

現場工事業務の省力化

2025年度
超高圧変電所の機器
状態を遠隔監視する
システムを試行導入

スマートデバイス導入に関する取組み

次世代投資対象

次世代投資対象外
凡例

5 投資計画
(次世代投資)
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次世代投資に係る支出額総括表
• 第１規制期間における次世代投資として、総額1,226億円（年平均245億円）の支出を

見込んでいます。（見積費用は、支出額に含まれる設備投資を償却換算して算定）

5 投資計画
(次世代投資)

第１規制期間における見積費用 186 億円/年

実施項目 具体的な施策・取組み例 第1規制期間
総額 年平均

カーボン
ニュートラル

の実現

再エネの最大化に向けた設備・運用の高度化 配電網高度化、DERフレキシビリティ 973 195
カーボンニュートラルの実現に向けた制度改革に対応した
システムの改修・構築

需給調整市場、再給電方式導入に伴うシステム
構築 88 18

当社事業運営におけるゼロカーボン化 温室効果ガス低減機器導入拡大 81 16

再エネ主力電源化を見据えた技術開発・研究 系統蓄電池の活用、直流送電技術の研究開発 4 1
計 1,145 229

レジリエンス
強化

災害発生時の停電範囲の極小化、より迅速な停電復旧に
向けた技術開発・設備導入 マイクロ・オフグリッド、アセットマネジメントの高度化 25 5

地域社会・お客さまへの迅速・確実な情報発信 電力データ活用 19 4
サイバー攻撃へのセキュリティ強化 電力制御システムにおけるセキュリティ対策 10 2

計 54 11
デジタル技術

の活用 デジタル技術の活用等による業務効率化 デジタル技術を活用した保安業務の高度化に関
する取組み 26 5

計 26 5
総計 1,226 245

(単位：億円)
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次世代投資に係る費用対便益総括表
• 次世代投資計画の実施により創出が可能と考えられる便益は、下表のとおりです。
• CO２排出量の削減や停電時間の短縮、生産性の向上といった項目について、一定の前提を

置いて定量的に費用対便益を試算しております。

5 投資計画
(次世代投資)

※ 費用および便益は定量化可能な件名を対象とした試算値であり、第２規制期間以降も含めた総額を記載。

(単位：億円)
実施項目 想定される便益例 費用(/年) 便益(/年)

カーボン
ニュートラル

の実現

再エネの最大化に向けた設備・運用の高度化 CO２排出量削減、電力損失低減 等 180.7 388.5
カーボンニュートラルの実現に向けた制度改革に対応した
システムの改修・構築

CO２排出量削減、調整力コストの低
減 等 14.3 163.7

当社事業運営におけるゼロカーボン化 CO２排出量削減、電力損失低減 0.2 0.2
再エネ主力電源化を見据えた技術開発・研究 CO２排出量削減 0.2 0.5

計 195 553

レジリエンス
強化

災害発生時の停電範囲の極小化、より迅速な停電復旧
に向けた技術開発・設備導入

停電時間の短縮、システム導入による
コスト抑制 等 5.3 7.7

地域社会・お客さまへの迅速・確実な情報発信 システム導入によるコスト抑制、自治体
等における被災・復旧状況の把握 等 4.3 5.4

サイバー攻撃へのセキュリティ強化 停電時間の短縮 - -
計 10 13

デジタル技術
の活用 デジタル技術の活用等による業務効率化 生産性向上（要員効率化） 17.5 63.2

計 18 63
総計 222 629
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5 投資計画
(次世代投資)

• “次世代機器の導入”、“通信の高速・大容量化”、“監視・制御システムの機能拡充”により配電網の
監視と制御を高度化することで、再エネ連系可能量拡大に貢献するとともに、次世代機器を活用した
停電事故対応の高度化により、レジリエンスの向上を図ります。

次世代投資取組み事例（配電網高度化に関する取組み：概要)

課題・これまでの実施内容 今後の取組み・便益
【これまでの取組みと課題】
○ 配電系統は、送り出しの変電所から線路末端のお客さまに向けた

一方通行の潮流を前提に供給電圧を維持するように構築してきま
した。

○ 再エネが大量に連系するとともに、EVや蓄電池等の分散リソースが
普及拡大することにより、潮流が複雑化し、逆潮流状態になると電
圧が過大に上昇するといった課題が生じます。

○ 再エネやDERを最大限受入れるため、配電系統運用を高度化し
品質を確保する必要があります。

＜従来の電圧制御イメージ＞

【今後の取組み】
○ 次世代機器の導入や通信の高速・大容量化、監視・制御システ

ムの機能拡充により、系統の状態をきめ細かく監視するとともに、
電圧制御を高度化し、再エネの連系可能量拡大に貢献します。

○ また、設置する次世代機器を活用することで、停電事故検知や
復旧も併せて高度化し、激甚化する自然災害や設備の高経年化
等への対応も進め、レジリエンスの向上を図ります。

○ 上記取組みにより、第１規制期間の支出額は約961億円を計画
しています。

【便益】
○ 電圧制御の高度化による再エネの連系可能量拡大

設備増強することなく、現状20%程度の連系可能量を30～
40％程度へ拡大

○ 再エネ連系に伴う設備増強回避による接続までの所要期間短縮
電圧制御の高度化に伴い設備増強が回避できた場合、これまで

数カ月～1年程度要する接続所要期間が不要に
○ 停電の未然防止や早期復旧による停電時間の短縮

現状より約10%の停電量削減が可能と想定
○ 次世代スマートメーターによる需要家利便性の向上

需要家機器の使用量の見える化による省エネ促進や分散型
リソースを活用した新たなアグリゲーションビジネス等の創出

○ 上記便益により、約350億円/年を想定しています。

天候次第で潮流が変化し、電圧が変動

電圧調整装置
LRT

… 潮流

PV

固定の整定値により自律的に電圧制御

電圧調整器
自動開閉器

自動開閉器変電所
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（参考）配電網高度化のイメージ
• 次世代機器の計測値をリアルタイムに把握し、監視・制御システムにて配電網の状態をきめ細

かく監視、制御を高度化することで、再エネ連系可能量の拡大やレジリエンス向上を図ります。

5 投資計画
(次世代投資)

電
圧
分
布 距離

適正電圧範囲 電圧制御の
高度化

電圧制御の
高度化

配電用変電所

電圧調整器

配電系統

センサ開閉器

次世代スマートメーター

計測

計測

計測 計測 計測

計測 光ファイバーネットワーク

監視・制御システム監視・制御システム

蓄電池 EVPV 風力発電

計測 制御再エネ連系可能量拡大再エネ連系可能量拡大
センサ開閉器とスマートメーターの計測値をリ
アルタイムに把握
リアルタイムデータにより配電系統の潮流・
電圧監視や電圧制御を高度化
適正電圧を維持し、再エネ連系可能量拡大
を目指す

レジリエンス向上レジリエンス向上
センサ開閉器とスマートメーターで計測した
計測値や電力波形等を分析
分析結果を用いて、停電の未然防止、
停電復旧時間の短縮により停電件数の
減少や停電時間の短縮を目指す

t

微小
異常
回数

回数
閾値

停電可能性

停電に至らない微小な異常
を事前感知し改修

停電の未然防止 停電時間の短縮
波形から停電の原因を推定
故障地点までの距離を推定
【波形データ】

【外部情報】

【到達時間】

計測

計測

光対応
制御機器
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CAPEX設備投資の検討プロセスについて
• CAPEX設備投資計画は、工事所管箇所における「①基本計画プロセス」 「②詳細設計プロセス」 および調達箇所も交

えた「③工事実施プロセス」の３つのプロセスそれぞれで工事の必要性や経済性などを検証・評価するとともに高額な案件
も含め経営層が確認の上、適切な投資額を見積費用に織り込んでおります。

• 工事実施プロセスでは、請求箇所と契約箇所を分け、けん制機能を担保するとともに、経営層レベルで調達戦略を審議、
加えて調達等審査委員会での第三者評価の仕組みも取り入れております。

• なお、高額案件については、外部の第三者による実施の必然性・高額理由の妥当性の検証を実施しています。

【工事の必要性確認】
・将来需要、電源動向
・地域特性、用地事情

【概略設計】
・送電ルートの仮選定
・設備容量検討
・効率化事例の反映

【工事費算定】
・物品費の算定
・工事費の算定

【詳細設計】
・設備形態、仕様検討
・仮設、運搬方法検討
・効率化事例の反映

【工事実施】
・法令申請、用地交渉
・現場工事の実施

【契約締結】
・価格の査定、交渉
・契約先の選定
・第三者目線での効率化反映

①基本計画プロセス

【工事費再算定】
・物品費の再算定
・工事費の再算定

【基本計画方針の策定から工事実施までのプロセス】

基本計画方針の策定 設備・工事内容の設計 工事着工～竣工

（
基
本
計
画
方
針
の
決
定
）

経
営
層
等
に
よ
る
工
事
必
要
性
・
工
事
内
容

工
事
費
等
の
妥
当
性
評
価
・
決
定

②詳細設計プロセス ③工事実施プロセス

（
以
降
の
工
事
計
画
へ
の
反
映
）

経
営
層
等
に
よ
る
調
達
戦
略
の
審
議
・

調
達
等
審
査
委
員
会
で
の
第
三
者
評
価

各プロセスにおける新たな知見の蓄積・次の基本計画プロセスへの反映

【現地調査】
・現場測量、地質調査

【見積徴収】
・協力会社への見積依頼（

具
体
的
工
事
内
容
の
決
定
）

経
営
層
等
に
よ
る
工
事
内
容
・
工
事
費
等
の

妥
当
性
再
評
価
・
決
定

5 投資計画
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効率化計画（効率化方針）
• 当社は、2019年度の託送収支事後評価で表明したチャレンジングな効率化目標300億円の

達成に向けて、2020年に社長をトップとした効率化推進体制（Rebornプロジェクト）を立上
げ、従来の延長線上にない効率化推進に取り組んでまいりました。

• 今後のさらなる効率化推進においては、2021年度に全社展開したカイゼン活動を基軸とし、
「経営層の強いリーダーシップのもと、高い目標を掲げ、聖域を設けず、自社の枠にとどまることな
く、外部の先進的・専門的な知見・他社の優れた取組みに学ぶ」という基本的な考え方の下、
全社を挙げてさらなる効率化に取り組んでまいります。

経営による審議

個別案件審議
（目標・進捗・課題報告）

（社長＋副社長＋常務執行役員）
目標・方針決定
助言・指導

業務効率化
(カイゼン・ＤＸなど)

他社事例の取込み

カイゼン活動等による業務効率化、
主要9品目などの調達効率化(資材＋工費)を検討

外部知見
(先進的・専門的)

バリューアナリシス
による

あるべきコスト把握
協働による
原価低減

経営主導の効率化推進 当社カイゼン活動イメージ

6 効率化計画
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効率化計画（見積費用に織り込んだ効率化額）
• 第1規制期間における見積費用には、全社を挙げた様々なコスト効率化の取組みの実現・

定着を前提に、551億円／年の効率化額を織り込んでいます。

項目 施策
分類 効率化施策内容 過去実績

（2017-2021）
第1規制期間

（2023-2027）

要員効率化 要員
数

カイゼン活動等による業務プロセスの見直し
次世代化に向けた取組みによる業務効率化 等 18 58

(40)

資機材調達
の

効率化

物量 運用見直しによる再利用資機材の拡大 等 68 122
(55)

単価 仕様統一、競争発注拡大、価格交渉（バリューア
ナリシス、取引先との協働等） 等 57 82

(46)

物流 拠点の集約化、在庫数の適正化 等 1 14
(13)

工事の
効率化

物量 巡視点検頻度の見直し、点検手法の見直し 等 169 244
(136)

単価 競争発注拡大、工法見直し 等 28 31
(18)

合計 341 551
(308)

(億円)

※括弧内に記載している数値は、過去実績期間において効果が発現した効率化施策を除き、
新たに立案した効率化施策の実現・定着を前提としたさらなる効率化額のみを再掲したもの。

6 効率化計画
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効率化計画（要員効率化）
• 第1規制期間においては、カイゼン活動や次世代化に向けた取組みによる生産性向上を織り

込むことで、2021年度から2027年度にかけて▲608人の要員減を見込んでいます。
• カイゼン活動については、 2021年度より全社展開しており、既存業務運用プロセスを磨き上げ

ることによる生産性向上に取り組んでまいります。
• 次世代化に向けた取組みについては、レジリエンス強化等を目的とした設備高度化による業務

効率化や、ドローン・RPA・AI等のデジタル技術導入による現場保全業務の高度化、既存業
務システムの変革・刷新等による業務効率化を計画しています。

託送供給業務全般システムの刷新・高度化の取組み事例次世代化に向けた取組み事例

6 効率化計画

※RPA：Robotic Process Automation ロボティックプロセスオートメーション
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効率化計画（資機材調達の効率化：仕様統一）
• 調達改革ロードマップにおける3品目の仕様統一は既に完了しており、今後は、電力大で協調

しながら、主要5品目についても順次、仕様統一を進めてまいります。
• 仕様統一が実現した品目からさらなる調達改善の取組みを実施してまいります。

3品目

架空送電線
(ACSR/AC)

ガス遮断器
(66・77kV)

地中ケーブル
(6kVCVT)

５品目 取組概要 進歩状況
鉄塔 鉄塔設計手法（耐震設計）について、全

電力大での統一を図るべく、JEC-127 「送
電用支持物設計標準」を改正する。

2017年度より、送電用支持物設計標
準特別委員会及びJEC-127本改正作
業会を設置し、2022年度の規格改正
に向けて、全電力大で検討を実施中。

電線 架空送電線の付属品について、全電力大で
仕様統一を検討する。

・全電力大でACSR、ACSR/ACを
ACSR/ACに集約した。鉄塔の設備更
新等に合わせて、ACSR/ACを採用し、
仕様の統一化を進める。
・超高圧送電線の付属品の一部につい
て、仕様統一のため標準規格を制定し
た。
・その他の付属品についても、対象設備
を選定し実施可能性を調査する。

ケーブル CVケーブル付属品について、全電力大で標
準化を進める。

・154kV CVケーブル付属品のうち主要
なものについて、仕様統一のため標準規
格を制定した。
・その他の付属品についても、対象設備
を選定し実施可能性を調査する。

変圧器 110～187kVの上位電圧階級について、
全電力大で付帯的な部分の仕様統一を検
討する（本体はJECに準拠済み）。
ソフト地中化用変圧器について、今後の無
電柱化路線の狭隘道路への拡大に備え、
供給すべき需要に見合った中低容量の仕様
の統一を検討する。

・220～275kVクラスについて、付帯的
な部分も仕様統一することとした。
・今後、他設備の仕様統一に向けて、
対象設備の選定含め検討する。
・6kVソフト地中化用変圧器は、機器の
新規開発を伴う仕様統一の検討のため、
試作や性能評価などを行い、全電力大
で統一を完了させた。

コンクリート柱 他社との比較により付属品も含めた仕様精
査検討を実施。
電力10社での仕様統一作業会にて検討を
実施。

電力各社の仕様比較結果を踏まえ必
要機能の最適化を図るとともに、製造コ
ストの低減を目的にメーカー要望を規格
へ反映して、全電力大で統一を完了さ
せた。

大大拡

6 効率化計画
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効率化計画（資機材調達の効率化：競争発注）
• 2021年度時点の競争発注比率は70%強と既に高水準となっており、競争発注における効

率化の拡大余地は限定的となっております。
• 今後は、競争発注を有力な原価低減手段の1つとして継続活用しつつも、2021年度から全

社導入したカイゼン活動のグループ会社大への展開や、取引先との協働による原価低減活
動、バリューアナリシスによる目指すべきコスト水準の把握による交渉力強化など、施策の幅を
広げ、調達単価低減に取り組んでまいります。

• 各施策の実効性や各種資材等の調達環境を把握する観点から、効率化の取組みや調達単
価に関する定期的なモニタリングにも取り組んでまいります。

6 効率化計画
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効率化計画（資機材調達の効率化：バリューアナリシス）
• 当社では、調達コスト低減を一層強力に推進するために、当社の調達機能を強化し、

「バリューアナリシス」を取り入れた調達戦略を策定・推進する体制を2021年度に構築しており
ます。

• バリューアナリシスの推進においては、調達品の本来必要とする機能に着目し、原価分析等を
行い、バリューチェーン上のあらゆる視点から徹底的に無駄を省くことでコスト低減を進めてまいり
ます。

6 効率化計画

アイデア
出し

原価
分析
準備

原価
分析
実行

交渉

戦略
構築
戦略
構築

ベンダ調
査

採用
検討

戦略
構築

ベンダ調
査

採用
検討

戦略
構築

ベンダ調
査

採用
検討

戦略
構築

ベンダ調
査

アイデア
出し

原価
分析
準備

原価
分析
実行

プロセス 調達

実行スケジュール策定
対象品目情報収集、管理

技術

仕様書・製造・工程に関する
情報共有

原価分析の計画策定
機能に着目した原価分析実行

仕様面・製造工程面に関する
情報共有による分析協力

調達観点からのアイデア創出
アイデア出しワークショップの企画・実行
実現性評価

技術観点からのアイデア創出
アイデア出しワークショップ参加
実現性評価

交渉の実行 技術観点からのアイデア具体化
（仕様適正化など）

▲アイデア出しワークショップ

▲資材構造分析（原価分析）
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効率化計画（工事の効率化：ドローン導入）
• 従来は、作業員が鉄塔に昇り、目視にて設備点検を行っていましたが、ドローンを用いた設備

点検を実現するため、飛行方法や撮影方法等の検討を行い、ドローンを用いた工法の順次導
入を進めております。

• ドローンを用いた設備点検を導入することにより、作業安全性が向上することに加え、年間約2
千万円のコスト低減が可能となる見込みであり、今後もドローンの自動飛行等、技術開発によ
るさらなる効率化を進めてまいります。

6 効率化計画
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効率化計画（工事の効率化：ビッグデータ活用）
• 従来は、鋼管鉄塔に使用される中空鋼管は、内面点検結果から部材のランク判定を行い、ラ

ンク毎に内面塗装・部材取替の計画、保守を実施していました。
• 今回、これまでの点検実績データを用いたビックデータ解析により、塗装が必要となる腐食状態

の発生確率を鉄塔毎に予測することが可能となりました。
• これにより点検・塗装計画を最適化することで、年間約2億円のコスト低減が可能となる見込み

であり、今後、着実に実施、定着を図ります。

6 効率化計画

作業風景

学習用
データ

検証用データ

分析モデル
構築設備データ

・最大地上高・経年 等

結合した
データ

N>9,000

検証ﾃﾞｰﾀにて精度検証

内面点検データ

環境データ
・標高・降水量 ・気温 等

目的
変数

説明
変数

管端部よりスコープを挿入し
内面腐食状況を確認

大← 腐食状態ランク →小
5 4 3 2 1

ファイバースコープ

80%

20%
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効率化計画（調整力の効率化：系統運用の広域化）
• 従来は各一般送配電事業者はエリア毎に需給バランス調整を行っていましたが、①各エリアの

余剰インバランスと不足インバランスと相殺する「インバランスネッティング」、②必要な調整量に対
して、各エリアから集約した調整力を安価なものから配分する「広域メリットオーダー運用」のス
テップにより、広域的な需給バランス調整を実施しています。

• 当社は、今後も需給調整市場の拡大等に向け、引き続き、国や広域機関等の検討に協力し
てまいります。

6 効率化計画




